
9 の 1

事 業 者 の 氏 名
(法 人 にあつては名称
及 び 代 表 者 の氏名 )

東京ガス不動産株式会社

代表取締役社長 小林 裕明
事 業 者 番 号 A 0 6 4 5

地球温暖化対策報告書 (その 1)

1 事業者の氏名等

2 報告する事業所等の全体の状況 (2018年度 )

3 地球温暖化対策のレベル

重 点 対 策 の レベ ル
|

2

4 事業者としての

5

条例第 8条 の23第 1
報 告 事 業 所 晏

|

28事業所
1厘

油換算エネルギ
用 量 の 合事

|

3,149  kl

条例第 8条 の23第 2
報 告 事 業 所 覇

|

8事業所
1優

油換算エネルギ
用 量 の 合事

|

84  kl

取組方針

当社は「東京ガスグループは、かけがえのない自然を大切に資源・エネルギーの環境
に調和した利用により地域と地球の環境保全を積極的に推進し社会の持続的発展に
貢献する」という環境理念のもと、循環型社会の形成に向けて、効率的・効果的な環境
マネジメント活動を展開し、事業活動における資源・エネルギーの使用原単位を継続
的に低減するとともに、廃棄物等の発生抑制・再使用・再資源化とグリーン購入を積極
的に推進し、環境負荷を総合的に低減させるc

重′点対策 その他対策

姑策番号 対策名 対策番号 対策名

A104 取組状況の点検体制の構築 A101 地球温暖化対策の方針等の設定
A108 組織横断的な推進体制の整備 A102 温暖化対策推進担当の配置

A103 具体的な取組目標と内容の設定
A107 排出状況の整理・分析・提供
Alll 全従業員に温暖化対策情報の提供

組織体制の
整備の状況

Al13 推進担当者の知識向上。内部還元

019年 4月 1日 より会社名が「東京ガス都市開発株式会社」から「東京ガス不動産株式会社」へ変更になりました。

(日本工業規格A列4番 )





事 業 所 等 の 名 称 TG墨 田ヒ'ル

事 業 所 番 号 A 0 6 4 5 0 0 0 3

事 業 所 等 の 所 在 地

一Ｔ 1 3 1 0 0 4 6 区 市 町 村 名 墨田区

町 名 番 地

以    下 京島14710

事業所等の延床面積 2,507.42 m
2 争 莱 F)T等 の 実 績 早 反 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■ 1年度分  □ 1年未満

所 有 形 態 ■ 自己所有  □ 他者所有
報 告 範 囲 □ 建物の全部  □ 建物の一部 (テナント)  ■ 建物の一部 (その他)

報告範囲の主たる用途
□ 事務所

□ 工場

□ 商業施設 (物販)

□ 複合施設

□ 商業施設 (飲食)

■ その他
日本 標 準 産 業 分 類
にお ける細 分 類 番 号

6 9 1 1 連鎖化事業区分 回 直営店  □ 力日盟店  ■ 非該当

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

その 2 (表 )

地球温暖化対策報告書 (その2)

1 事業所等の概要

2 原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量 (2018年度の状況)

3 二酸化炭素排出量等の内訳

※ 1 及 用 の水の 並びに公共下水 に 9 は

⑩=(⑥/1,000)×③とする。
※2①=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
⑫三(①/電気のその他の買電(昼夜間不明の場合を含む。)の係数)× 1,000⑬=(⑫/1,000)× ⑨とする。

原油換算エネルギー使用量 (①=⑭×00258)
∪

1431kl

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量 (②三⑮)
⑫

279it

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴つて排出される二酸化炭素の量 (③=④ )

9

5 it

総 計 (④=②+③ )
0

284it

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量 (⑤=②×1000/事業所等の延床面積)

9 ■■2卜
『
嶋価2

二酸化炭素排出量

燃料等の種別 締
の岬
単位
使用量

⑥

係数

⑦

熱量

(GJ)

①=(⑥/1000)× ⑦

りF出
係数
③

排 出量
本1

(t)

⑩=①×◎×44′ 12

都市ガス □ Nm3 42,094.9 45.00 1,894.3 0.014 94.5

その他 (LPG) □ kg 0.0 50。 80 0.0 0,016 0,0

その他 (灯油) □ L 0.0 36.70 0.0 0.019 0.0

その他0 □ 0.0

燃
料
及
び
熱

その他 () □ 0.0

昼間(8時～22H寺 ) □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489 0.0一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気 夜‖〕(2烈 II～翌 F18‖子) □ kヽVh 0.0 9。 28 0.0 0.489 0.0

電

気

その他の貿電 (を 夜ヽ問不明のチタ〃合を含む。) □ kWh 377,471.0 9.76 3,684.1 0.489 184.6

規則第5条の17第3項の場合のみなし値
※2 kWh 0.0 9.76 0.0

埋

0.00,489

合 計 イ /
1`1´

 5,578.4 イ 279.0

/水道及び工業用水道 □ m3 7,641.0 才 0.251 1.9
そ

の

仙 公共下水道 □ m3 7,641.0 / 0.439 3.4

合 計 イ 5.3

(日 本工業規格A列 4番 )



(裏 )

4 地球温暖化対策の実施状況

5 提出年度の地球温暖化対策の目標

6 特記事項

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の整 備

A404 テナントヘの温暖化対策協力依頼 A401 テナントイこエネルギー使用量提供

A402 使用量の推計に必要な情報の提供

エネル ギー等 の
使用状況の把握

B103 阿寺間的に言羊糸田|こ 1巴握 B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B106 過去のデータによる傾向の把握 B102 関連他者からの情報を加えて把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

省

エ
ネ

ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C813 外灯等の点灯時間の季節別管理

設備保守対策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D108 その他設備の定期的な保守・点検

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施

D105 換気フィルターの清掃・点検

設備導入対策

E103 高効率照明器具の採用 (屋内) E101 高効率照明ランプの採用 (屋内)

E109 空調の冷温水配管の保温の実施 E122 給湯の温水配管の保温の実施

El14 高効率パッケージの採用 E137 高効率変圧器への更新・台数集約

E139 進相コンデンサ等による力率改善

□ 目標達成した。実績年度の目標達成の状況

目 標 の 有 無 □ 有  ■ 無

目標値等 (選択)

ベンチマーク区分 ‖ランク C02削減率 (前年度,E 牌
C02り F出量(延床面積当たり ‖kg‐C02/m2 C021ジF出量 (総量)
その他 特記事項に内容を記載

■設備導入対策について実施項目(セルに記入しきれなかつた対策)

光灯の電子安定器採用(屋内)
06高効率照明ランプの採用(屋外)
108高効率照明器具の採用(屋外 )
12空調用高効率冷凍機の採用
19潜熱回収型給湯器問の導入E125高輝度誘導灯の導入

(日本工業規格A列4番



その 2 (表 )

地球温暖化対策報告書 (その 2)

1 事業所等の概要

2 原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量 (2018年度の状況)

3 二酸化炭素排出量等の内訳

※と電気の の に に

⑩=(⑥/1,000)×③とする。
※2①三(都が指定する原単位×延庁木面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
⑫=(①/電気のその他の買電(昼夜間不明の場合を含む。)の係数)× 1,000⑬ =(⑫/1,000)×⑨とする。

事 業 所 等 の 名 称 TG多摩東ビル

事 業 所 番 号 A 0 6 4 5 0 0 0 4

事 業 所 等 の 所 在 地

一Ｔ 1 8 4 0 0 1 3 区 市 町 村 名 小金井市

町 名 番 地

以    下 前原5-6-9

事業所等の延床 面積 2,316.00 2
血

事 業 Pゲ「等 の 要 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■ 1年度分  □ 1年未満

所 有 形 態 ■ 自己所有  □ 他者所有
報 告 範 囲 ■ 建物の全部  □ 建物の一部 (テナント)  □ 建物の一部 (その他)

報告範囲の主たる用途
■

□

事務所

工場

□ 商業施設 (物販)

□ 複合施設

□ 商業施設 (飲食)

□ その他

日本 標 準 産 業 分 類
にお ける細 分 類 番 号

6 9 1 1 連鎖化事業区分 □ 直営店  □ 力日盟店  ■ 非該当

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

地球温暖化対策の実施状況の追力日
【追加項目(重点対策)】
エネルギー等の使用状況の把握 IB103
運用対策 :C811

【追加項目(その他対策)】
運用対策 iC812

原油換算エネルギー使用量 (①=⑭×00250 1061kl

二酸化炭素
つF 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量 (②=⑮ )
(2)

207

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量 (③=④ )

③

1

総 計 (④=②十③)
⑭

208

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量 (⑤=②×1000/事業所等の延床面積)

(】′ 開斗『
嘲m2

二酸化炭素排出量

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

⑥

使用量 係数

⑦

熱量

(G」 )

①=(⑥/1000)× ⑦

υF出
係数
③

排 出量
本I

(t)

⑩=⑥ X③ X44/12

都市ガス □ Nm3 32,407.1 45,00 1,458.3 0.014 72.7

その他 (LPG) □ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

その他 (灯油 ) □ L 0.0 36,70 0.0 0.019 0.0

その他0 □ 0,0

燃
料
及
び
熱

その他0 □ 0.0

昼間 (8時～22時 ) □ kWh 0.0 9,97 0.0 0.489 0.0一般送配電事業者
の電線路を介して

供給された電気 夜問 (22'f～ ?‖ 8時 ) □ kWh 0.0 9.28 0,0 0,489 0.0
電

気

その他の買電 (オ 夜ゝ問不明の場合を含む。) □ kWh 275,115.0 9,76 2,685。 1 0.489 134.5

規則第5条の17第3項の場合のみな 0.0 9.76 0.0kWh 0489 0.0

/ イ合 計 イ
∪ 4,143.4 207.3

水道及び工業用水道 □ m3 2,466.0 / 0.251 0.6

/ 才

そ

の

仙 公共下水道 □ m3 2,466.0 0.439 1.1

合 計 イ / イ イ 1.7

(日 本工業規格A列4番 )



(裏 )

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 紺策番号 対策名

組 織 体 制 の整備

A404 テナントヘの温暖化対策協力依頼 A401 テナントにエネルギー使用量提供

A402 使用量の推計に必要な情報の提供

エネル ギー 等 の
使用状況の把握

B103 時間的に詳細に把握 B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B106 過去のデータによる傾向の把握 B102 関連他者からの情報を加えて把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

省

エ
ネ

ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C105 昼休み時の消灯の実施 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C811 自動販売機の休日・夜間照明停止 C109 空室。不在時等の空調停止

Clll 予熱・予冷時の外気導入の停止

Cl17 便座ヒーター等温度の季節別設定

C801 共用部照明のフロアごとの管理

C812 自動販売機の不要時の停止

C816 ポンプ・ファンの流量、圧力調整

C806 その他設備の不使用時の停止

設備保守対策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D102 セントラル空調のフィルター清掃

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施 D104 空調フィルターの清掃・点検

D105 換気フィルターの清掃。点検 D108 その他設備の定期的な保守・点検

設備導入対策

E103 高効率照明器具の採用 (屋内) E102 蛍光灯へ電子安定器採用 (屋内)

E109 空調の冷温水配管の保温の実施 E125 高輝度誘導灯の導入

E l14 高効率パッケージの採用 E105 照明用人感センサの採用

E108 高効率照明器具の採用 (屋外 )

4 地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 □ 目標達成した。

5 提出年度の地球温暖化対策の目標

6 特記事項

■設備導入対策についての実施項目(セルに記入しきれなかった対策)
El19潜熱回収型ガス給湯器等の導入
E126窓際照明の連続調光制御
E139進相コンデンサ等による力率改善
E122給湯の温水配管の保温の実施

【平成30年度に実施した節電対策項目】
①照明 ・専用部、共用部照明器具の一部消灯

②その他
・暖房便座、エアタオルの使用禁止
・コピー機、複合機の利用台数制限
・冷水機、製氷機の利用中止
・不使用時、待機電力を使用する電気機器のコンセントを抜く
。OA機器の省エネモード設定

目 標 の 有 無 □ 有  ■ 無

目標値等 (選択)

ベンチマーク区分 ‖ランク C02削減率 (前年度ケヒ 〕
/O

C02り F出量(延床面積当たり ‖kg‐ C02/m2 C02排出量 (総量) し

その他 特記事項に内容を記載

(日 本工業規格Aア14番 )



事 業 所 等 の 名 称 TG大森アハ
°―卜(組合事務所棟)

事 業 所 番 号 A 0 6 4 5 0 0 0 5

事 業 所 等 の 所 在 地

一Ｔ 1 4 3 0 0 1 5 区 市 町 村 名 大田区

町 名 番 地

以    下 大森西5-11-1

事業所等の延床 面積 1,288.98 m
2 争 莱 FりT等 の

~夫
績 年 度 の

エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間
■ 1年度分  □ 1年未満

所 有 形 態 ■ 自己所有   □ 他者所有
報 告 範 囲 ■ 建物の全部  □ 建物の一部 (テナント)  □ 建物の一部 (その他 )

報告範囲の主たる用途
■ 事務所

□ 工場

□ 商業施設 (物販 )

□ 複合施設

□ 商業施設 (飲食 )

□ その他
日本 標 準 産 業 分 類
にお ける細 分 類 番 号

6 9 1 1 連鎖化事業区分 □ 直営店  □ 加盟店  ■ 非該当

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

その 2 (表 )

地球温暖化対策報告書 (その 2)

1 事業所等の概要

2 原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量 (2018年度の状況)

3 二酸化炭素排出量等の内訳

※ 1 用 の 用並びに公共下 へ の は 、

廻)=(C)/1,000)× ③とする。
※2①=(都が手旨定する原単位×延庁木面積×事業所等の総稼働日寺間)/1,000                1
⑫=(①/電気のその他の買電 (昼夜間不明の場合を含む。)の係数)Xl,000⑬ =(⑫/1,000)×⑨とする。

イこ 9

原油換算エネルギー使用量 (①=⑭×00258)
lll

58 kl

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量 (②=⑮ )
12ノ

113 t

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量 (③=④ )

③

0 t

総 計 (④=②十③)
④

113 t

二酸化炭素

排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量 (⑤=②×1000/事業所等の延床面積)

⑤

87.6 kg‐ C02/m2

二酸化炭素俳出量

燃料等の種別 冊の岬
単位
使用量

⑥

係数

⑦

熱量

(G」 )

③=(⑥ /1000)X⑦

りF出
係数
③

排 出量
本1

(t)

⑩=③×③×44/12

都市ガス □ Nm3 28,241.8 45.00 1,270.9 0.014 63.4

その他 (LPC) □ kg 0,0 50.80 0.0 0.016 0.0

その他 (灯油) □ L 0.0 36.70 0.0 0.019 0.0

その他 0 □ 0.0

燃
料
及
び
熱

その他 () □ 0.0

昼間 (8時～22時 ) □ kWh 3,673.0 9.97 36.6 0,489 1.8一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気 夜‖I(22'f～ 望 li8時 ) □ kWh 1,725.0 9.28 16.0 0.489 0.8

電

気

その他の買電 (昼夜‖)不明の場合を含む。) □ kWh 97,106.0 9,76 947.8 0.489 47.5

規則第5条の17第3項の場合のみなし値
XZ kWh 0.0 9.76 0.0

彎 0.489 0.0

合 計 イ / 2,271,3 イ 113.5

/水道及び工業用水道 □ m3 1,327.0 0.251 0.3
そ

の

仙 公共下水道 □ m3 1,327.0 / 0.439 0.6

合 計 イ 0.9

(日 本工業規格A列4番 )



(裏 )

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の整備

エネル ギー等 の
使用状況の把握

B106 過去のデータによる傾向の把握 B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

省

エ
ネ

ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C105 昼休み時の消灯の実施 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C123 温湿度の適正管理 C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更

Cl15 事務用機器を業務終了時に停止 C109 空室・不在時等の空調停止

C813 外灯等の点灯時間の季節別管理 C120 外灯等の点灯時間の季節別管理

C129 季節に応じた温度設定の見直し

C801 共用都照明のフロアごとの管理

C808 温湿度の適正管理

C810 便座ヒーター等温度の季節別設定

設備保守対策

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施 D102 セントラル空調のフィルター清掃

D105 換気フィルターの清掃。点検 D104 空調フィルターの清掃。点検

D108 その他設備の定期的な保守・点検

設備導入対策

E109 空調の冷温水配管の保温の実施 E101 高効率照明ランプの採用 (屋内)

El14 高効率パッケージの採用 E102 蛍光灯へ電子安定器採用 (屋内)

E104 照明点灯範囲の細分化

E105 照明用人感センサの採用

4 地球温暖化対策の実施状況

5 提出年度の地球温暖化対策の目標

6 特記事項

日設備導入対策について実施項目(セルに記入しきれなかった対策)
E122給湯の温水配管の保温の実施
【平成30年度節電対策項目】
③照明
・共用部照明器具減灯
・入居テナント1こて共用部照明フロア毎の管理
②空調
・フロアごとの温度の把握。設定
・共用部フロア毎の空調管理

□ 目標達成した。実績年度の目標達成の状況

目 標 の 有 無 固 有  ■ 無

目標値等 (選択)

ベンチマーク区分 ‖ランク C02削減率(前年度ケヒ;

C02排出量 (延床面積当たり|      ‖kg‐ C02/m2 C02排出量 (総量)
その他 特記事項に内容を記載

(日 本 A列4番 )



事 業 所 等 の 名 称 TG本郷 ビアレ

事 業 所 番 号 A 0 6 4 5 0 0 0 6

事 業 所 等 の 所 在 地

一Ｔ 1 1 3 0 0 2 3 区 市 町 村 名 文京区

町 名 番 地

以    下 向丘2-3-6

事業所等の延床面積 3,102.00 2
m
事 業 PりT等 の 冥 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■ 1年度分  □ 1年未満

所 有 形 態 ■ 自己所有   □ 他者所有
報 告 範 囲 ■ 建物の全部  □ 建物の一部 (テナント)  □ 建物の一部 (その他 )

報告範囲の主たる用途
■ 事務所

□ 工場

□ 商業施設 (物販 )

□ 複合施設

□ 商業施設 (飲食)

□ その他

日本 標 準 産 業 分 類
にお ける細 分 類 番 号

6 9 1 1 連鎖化事業区分 □ 直営店  □ 力日盟店  ■ 非該当

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

地球温暖化対策の実施状況の追加
〔追加項目(重点対策)】
エネルギー等の使用状況の把握 IB103

その 2 (表 )

地球温暖化対策報告書 (その 2)

1 事業所等の概要

2 原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量 (2018年度の状況)

3 二酸化炭素排出量等の内訳

※ 1 、水 及び工業用水 の水 に に |ま

⑩=(⑥/1,000)×③とする。
※2⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
⑫二(①/電気のその他の賢電 (昼夜間不明の場合を含む。)の係数)× 1,000⑬ =(⑫/1,000)× ③とする。

原油換算エネルギー使用量 (①=⑭×0.0250
0

申

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴いつF出される二酸化炭素の量 (②=⑮ )
⑫

1481t

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に

伴つて排出される二酸化炭素の量 (③=⑬ )

③

1 1t

総 計 (④=②十③)
り

1491t

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量 (⑤=②×1000/事業所等の延床面積)

、b, 獅斗『
C02/m2

二酸化炭素排出量

燃料等の種別
推計
の

使用

単位
使用量

⑥

係数

⑦

熱量

(G」 )

③=(⑥/1000)× ⑦

つ,出
係数
③

排 出量
本:

(t)

⑩=①×◎×44/12

都市ガス □ Nm3 26,130.6 45.00 1,175。 9 0.014 58.6

その他 (LPG) □ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

その他 (灯油) □ L 0.0 86.70 0.0 0.019 0.0

その他0 □ 0.0

燃
料
及
び
熱

その他0 □ 0.0

昼間 (8時～22時 ) □ kヽVh 0.0 9,97 0.0 0.489 0.0一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気 夜問 (22‖子～翌 日8時 ) □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.489 0.0

電

気

その他の買電 (上 夜ヽ‖〕不明の場合を合む。) □ kWh 183,427.0 9.76 1,790.2 0.489 89.7

規則第5条の17第 3項の場合のみなし値
※Z

kヽVh 0.0 9.76 0.0 0.489 0.0

/ イ合 計 イ
Ψ 2,966.1 148.3

水道及び工業用水道 □ m3 2,410.0 / 0.251 0.6
そ

の

仙 /公共下水道 □
3
m 2,410.0 0.439 1.1

合 計 / イ イ 1.7

(日 本工業規格A列4番 )



(裏 )

4 地球温暖化対策の実施状況

5 提出年度の地球温暖化対策の目標

6 特記事項

重点対策 その他対策

封策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の整備

A404 テナントヘの温暖化対策協力依頼 A401 テナント|こエネルギー使用量提供

A402 使用量の推計に必要な情報の提供

エネルギー等 の
使用状況の把握

B103 口寺間的 |こ言羊糸田イこキ巴握 B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B106 過去のデータによる傾向の把握 B102 関連他者からの情報を力日えて把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

省

エ
ネ

ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C105 昼休み時の消灯の実施 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C104 採光を利用した消灯の実施

C109 空室・不在時等の空調停止

Cl17 便座ヒーター等温度の季節別設定

C801 共用部照明のフロアごとの管理

C816 ポンプ・ファンの流量、圧力調整

C806 その他設備の不使用時の停止

設備保守対策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D102 セントラル空調のフィルター清掃

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施 D104 空調フィルターの清掃。点検

D105 換気フィルターの清掃。点検 D108 その他設備の定期的な保守・点検

設備導入対策

E103 高効率照明器具の採用 (屋内) E125 高輝度誘導灯の導入

E109 空調の冷温水配管の保温の実施 E130 全熱交換器の導入

E122 給湯の温水配管の保温の実施

E139 進相コンデンサ等による力率改善

□ 目標達成した。実績年度の目標達成の状況

目 標 の 有 無 □ 有  ■ 無

目標値等 (選択)

ベンチマーク区分 ‖ランク C02削減率 (前年度レヒ 牌
C021)F出量 (延床面積芸たり C02/m2 C02排出量 (総量)

その他 特記事項に内容を記載

■設備導入対策についての実施項目(セルに記入しきれなかった対策)
1高効率照明ランプの採用 (屋内)
El19潜熱回収型ガス給湯器等の導入
E102蛍光灯へ電子安定器採用(屋内)
E105照明用人感センサの採用
〔平成30年度に実施した節電対策項目】
明

専用部、共用部照明器具の一部消灯

・暖房便座、エアタオルの使用停止
・給茶機、自動販売機の停止
・コピー機、複合機の利用台数制限
・OA機器の省エネモード設定

(日本工業規格A列4番 )



事 業 所 等 の 名 称 TG杉並ヒ
゛
ル

事 業 所 番 号 A 0 6 4 5 0 0 0 7

事 業 所 等 の 所 在 地

一Ｔ 1 6 7 0 0 3 3 区 市 町 村 名 並 区

町 名 番 十七
以    下 清水1-26-8

事業所等の延床面積 3,664.00 2
m

の
■ 1年度分  □ 1年未満

エ ル ギ ー 使 用 期 間

所 有 形 態 ■ 自己所有   □ 他者所有
報 告 範 囲 ■ 建物の全部  □ 建物の一部 (テナント)  □ 建物の一部 (その他)

報告範囲の主たる用途
■ 事務所

□ 工場

□ 商業施設 (物販)

□ 複合施設

□ 商業施設 (飲食)

□ その他
日本 標 準 産 業 分 類
にお ける細 分 類 番 号

6 9 1 1 連鎖化事業区分 □ 直営店  □ 力日盟店  ■ 非該当

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

地球温暖化対策の実施状況の追加【追加項目(重点対策)】
エネルギー等の使用状況の把握 :B103
【追加項目(その他姑策)】
運用対策 :C103、 C802

その 2 (表 )

地球温暖化対策報告書 (その 2)

1 事業所等の概要

2 原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量 (2018年度の状況)

3 二酸化炭素排出量等の内訳

※ 1 及び工業用 の水の使用 にに イま

⑩=(⑥/1,000)×③とする。
※2①こ(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
⑫=(①/電気のその他の買電 (昼夜間不明の場合を含む。)の係数)× 1,000⑬=(⑫/1,000)× ⑨とする。

原油換算エネルギー使用量 (①=⑭×00258) 88 kl

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量 (②=⑮ )
D

171 t

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に

伴つて排出される二酸化炭素の量 (③=⑩ )

9

1 t

総 計 (④=②+③ )
0

172 t

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量 (⑤三②×1000/事業所等の延床面積)

9

46.6 kg‐ C02/m2

二酸化炭素排出量

燃料等の種別
推計
の

使用
単位
使用量

⑥

係数

⑦

熱量

(G」 )

⑥=(⑥/1000)× ⑦

拶F出
係数
③

排 出量
入1

(t)

⑩=③ X③×44′ 12

都市ガス □ Nm3 31,773.9 45.00 1,429.8 0.014 71,3

その他 (LPG) □ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

その他 (灯油 ) □ L 0.0 86.70 0.0 0.019 0.0

その他 () □ 0.0

燃
料
及
び
熱
その他 () □ 0,0

昼間 (8時～22時 ) □ kヽVh 0.0 9.97 0.0 0.489 0.0一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気 夜間 (221手 ～翌 H8時 ) □ kWh 0.0 9.28 0.0 0,489 0.0

電

気

その他の買電 (4夜問不明の場合を含む。) □ kWh 203,942.0 9.76 1,990.5 0.489 99,7

規則第5条の17第3項の場合のみなし値
※Z kWh 0.0 9,76 0.0 0.489 0.0

イ合 計 イ /
l`υ

 3,420.3 171.0

/水道及び工業用水道 □ m3 1,737.0 0.251 0.4
そ

の

仙 /公共下水道 □
3
m 1,737.0 0.439 0.8

合 計 / イ イ 1.2

(日 本工業規格A列 4番 )



(裏 )

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の整備

A404 テナントヘの温暖化対策協力依頼 A401 テナント1こエネルギー使用量提供

A402 使用量の推計に必要な情報の提供

エ ネル ギー 等 の

使 用 状 況 の把 握

B103 時間的に詳細に把握 B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B106 過去のデータによる傾向の把握 B102 関連他者からの情報を加えて把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

省

エ
ネ

ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C105 昼休み時の消灯の実施 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C102 照明スイッチに点灯範囲を表示

C104 採光を利用した消灯の実施

C109 空室・不在時等の空調停止

Clll 予熱・予冷時の外気導入の停止

Cl17 便座ヒーター等温度の季節別設定

C801 共用部照明のフロアごとの管理

C816 ポンプ・ファンの流量、圧力調整

C806 その他設備の不使用時の停止

設備保守対策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D102 セントラル空調のフィルター清掃

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施 D104 空調フィルターの清掃・点検

D105 換気フィルターの清掃。点検 D108 その他設備の定期的な保守・点検

設備導入対策

E103 高効率照明器具の採用 (屋内) E102 蛍光灯へ電子安定器採用 (屋内)

E109 空調の冷温水配管の保温の実施 E125 高輝度誘導灯の導入

E105 照明用人感センサの採用

E139 進相コンデンサ等による力率改善

4 地球温暖化対策の実施状況

5 提出年度の地球温暖化対策の目標

6 特記事項

■設備導入対策についての実施項目(セルに記入しきれなかった対策)
E101高効率照明ランプの採用 (屋内)
E126窓際照明の連続調光制御
E135エレベーターのインバータ制御
E122給湯の温水配管の保温の実施
E133節水器具の採用
■運用対策についての実施項目(セルに入力しきれなかった対策)
C103日 本工業規格に準じた照度の設定
C802階段照明の管理手法の検討 ,実施
【平成30年度に実施した節電対策項目】
③照明
・専用部、共用部照明器具の一部消灯
②その他
・暖房便座、エアタオルの使用停止
・電気ポットの利用制限
・不使時、待機電力を使用する電気機器のコンセントを抜く
。OA機器の省エネモード設定

□ 目標達成した。実績年度の目標達成の状況

目 標 の 有 無 □ 有  ■ 無

目標値等 (選択)

ベンチマーク区分 ンク

2

C02削減率 (前年度妃

C02排出量 (延床面積当たり C02排出量聡量)

その他 特記事項に内容を記載

(日 本工業規格A列 4番 )



事 業 所 等 の 名 称 TG江戸川ビル

事 業 所 番 号 A 0 6 4 5 0 0 0 8

事 業 所 等 の 所 在 地

一Ｔ 1 3 4 0 0 1 3 区 市 町 村 名 江戸川区

町 名 番 地

以    下 江戸川6-18-4

事業所等の延床 面積 2,186.00 m
2 争 莱 画 等 の 笑 績 年 反 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■ 1年度分  □ 1年未満

所 有 形 態 ■ 自己所有   □ 他者所有
報 告 範 囲 ■ 建物の全部  □ 建物の一部 (テナント)  □ 建物の一部 (その他 )

報告範囲の主たる用途
■ 事務所

□ 工場

□ 商業施設 (物販)

□ 複合施設

□ 商業施設 (飲食)

□ その他
日本 標 準 産 業 分 類
における細分類番 号

6 9 1 1 連鎖化事業区分 □ 直営店  □ 力日盟店  ■ 非該当

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

地球温暖化対策の実施状況の追加
〔追加項目(重点対策)】
エネルギー等の使用状況の把握 :B103
運用対策 :C811、 C813
【追加項目(その他対策)】
運用対策iC812

その 2 (表 )

地球温暖化対策報告書 (その 2)

1 事業所等の本,毛要

2 原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量 (2018年度の状況)

3 二酸化炭素排出量等の内訳

※ 1

※2

の使用、 の の びに公共下 へ の に

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
①=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000

出 |ま、

|

⑫こ(①/電気のその他の買電(昼夜間不明の場合を含む。)の係数)× 1,000① =(⑫/1,000)× ③とする。

原油換算エネルギー使用量 (①=⑭×00250
∪

107 kl

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量 (②=⑮ )
に2)

208 t

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴つて排出される二酸化炭素の量 (③=⑮ )

③

2 t

総 計 (④=②+③ )
り

210 t

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量 (⑤=②×1000/事業所等の延床面積)

⑨

95。 1 kg‐ C02/m2

二酸化炭素排出量

燃料等の種別
推計
の

使用
単位
使用量

⑥

係数

⑦

熱量

(GJ)

③=(⑥/1000)X⑦

拶F出

係数
◎

|)停とH遷己
入1

(t)

⑩=①×③×44′ 12

都市ガス □ Nm3 32,908.8 45.00 1,480。 9 0.014 73.8

その他 (LPG) □ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

その他 (灯油 ) □ L 0.0 86.70 0.0 0.019 0.0

その他0 □ 0.0

燃
料
及
び
熱

その他0 □ 0.0

昼間 (8田寺～22時 ) □ kWh 0,0 9.97 0.0 0.489 0.0一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気 夜問 (221寺 ～翌‖8時 ) □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.489 0.0

電

気

その他の買電 (1卜夜問不明の場合を含む。) □ kWh 274,862.0 9.76 2,682.7 0.489 134.4

規則第5条の17第3項の場合のみなし値
※2 kWh 0.0 9.76 0.0 0.489 0.0

イ合 計 コ /
∪ 4,163.5 208.3

水道及び工業用水道 □
3
m 2,979.0 / 0.251 0.7

そ

の

仙 公共下水道 □ m3 2,979.0 / 0.439 1.3

イ合 計 / 才 イ 2.1

(日 本工業規格A列4番



(裏 )

4 地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 回 目標達成した。

5 提出年度の地球温暖化対策の目標

6 特記事項

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

A404 テナントヘの温暖化対策協力依頼 A401 テナント|こエネルギー使用量提供

A402 使用量の推計に必要な情報の提供

エネル ギー等 の
使用状況の把握

B103 日寺間白勺に詳糸円に才巴握 B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B106 過去のデータによる傾向の把握 B102 関連他者からの情報を加えて把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

省

エ
ネ

ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C105 昼休み時の消灯の実施 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C811 自動販売機の休日・夜問照明停止 C102 照明スイッチに点灯範囲を表示

C813 外灯等の点灯時間の季節別管理 C107 空調機スイッチに空調範囲を表示

C109 空室・不在時等の空調停止

Clll 予熱・予冷時の外気導入の停止

Cl17 便座ヒーター等温度の季節別設定

C801 共用都照明のフロアごとの管理

C816 ポンプ。ファンの流量、圧力調整

C806 その他設備の不使用時の停止

設備保守対策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D102 セントラル空調のフィルター清掃

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施 D104 空調フィルターの清掃・点検

D105 換気フィルターの清掃・点検 D108 その他設備の定期的な保守・点検

設備導入対策

E103 高効率照明器具の採用 (屋内) E102 蛍光灯へ電子安定器採用 (屋内)

E109 空調の冷温水配管の保温の実施 E105 照明用人感センサの採用

El19 潜熱回収型ガス給湯器等の導入

E139 進相コンデンサ等による力率改善

目 標 の 有 無 □ 有  ■ 無

目標値等 (選択)

ベンチマーク区分 ‖ランク C02削減率 (前年度,ヒ う
/O

C02つ 1出量に床面積当たり
―――――――

|lkg・
C02/m2 C02排出量 (総量) し

その他 特記事項に内容を記載

■運用対策についての実施項目(セルに記入しきれなかった対策)
12自 動販売機の不要時の停止
■設備導入対策についての実施項目(セルに記入しきれなかつた対策)
101高効率照明ランプの採用 (屋内)
126窓際照明の連続調光制御
130全熱交換器の導入 (個別 )
22給湯の温水配管の保温の実施
【平成30年度に実施した節電対策項目】
明

・専用部照明器具の一部消灯
の他
。暖房便座、エアタオルの使用停止
・電気ポットの利用中止
・コピー機、複合機の利用台数制限
・冷水機、製氷機の利用中止
・OA機器の省エネモード設定

(日 本 Aア14番 )



事 業 所 等 の 名 称 TG深川体育館

事 業 所 番 号 A 0 6 4 5 0 0 0 9

事 業 所 等 の 所 在 地

一Ｔ 1 3 5 0 0 0 3 区 市 町 村 名 江東区

町 名 番 地

以    下 猿江2-15-10

事業所等の延床面構 1,645.14 m
2 争 莱 F)T等 の 実 績 年 反 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■ 1年度分  □ 1年未満

所 有 形 態 ■ 自己所有   □ 他者所有
報 告 範 囲 ■ 建物の全部  □ 建物の一部 (テナント)  □ 建物の一部 (その他)

報告範囲の主たる用途
□ 事務所

□ 工場

□ 商業施設 (物販 )

□ 複合施設

□ 商業施設 (飲食 )

■ その他
日本 標 準 産 業 分 類
にお ける細 分 類 番 号

6 9 1 1 連鎖化事業区分 □ 直営店  □ 力日盟店  ■ 非該当

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

その 2 (表 )

地球温暖化対策報告書 (その 2)

1 事業所等の概要

2 原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量 (2018年度の状況)

8 二酸化炭素排出量等の内訳

※ 1 の の びに公共下 への排水に伴う

⑩=(⑥/1,000)× ③とする。
※2⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
⑫=(⑪/電気のその他の買電 (昼夜間不明の場合を含む。)の係数)× 1,000⑬ =(⑫/1,000)×③とする。

原油換算エネルギー使用量 (①=⑭×00250
(l,

33 kl

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量 (②=⑮ )
⑫

64 t

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量 (③=④ )

⑨

0 t

総 計 (④=②十③)
⑭

64 t

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量 (⑤=②×1000/事業所等の延床面積)

38.9 kg‐ C02/m2

二酸化炭素排出量

燃料等の種別
推計
の

使用
単位
使用量

⑥

係数

⑦

熱量

(G」 )

③=(⑥/1000)X⑦

りに出
係数
③

才JF出 量
本1

(t)

⑩=③ X⑨×44′ 12

都市ガス □ Nm3 11,854.1 45.00 533.4 0.014 26.6

その他 (LPG) □ kg 0.0 50.80 0,0 0.016 0.0

その他 (灯油 ) □ L 0.0 36.70 0.0 0.019 0.0

その他 () □ 0.0

燃
料
及
び
熱

その他 () □ 0.0

昼間(8時～22時 ) □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489 0,0一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気 夜問 (22時～翌 日8'手 ) □ kWh 0,0 9.28 0.0 0.489 0.0

電

気

その他の買電 (I卜夜‖〕不明の場合を含む。) □ kWh 76,952.0 9,76 751.1 0.489 37.6

規則第5条の17第3項の場合のみなし値
※2

kヽVh 0.0 9.76 0.0 0.489 0.0
∪

合 計 1,284.5 イ 64.2

の
水 び工業用水道

公共下水道

□ /3
m 550.0 0.251 0.1

/□ m3 550.0 0,439 0.2

合 計 イ / 珀 0,4
∪

(日 本工業規格A列 4番 )



(裏 )

4 地球温暖化対策の実施状況

5 提出年度の地球温暖化対策の目標

6 特記事項

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の整備

エネル ギ ー 等 の

使 用 状 況 の把 握

B106 過去のデータによる傾向の把握 B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

省

エ
ネ

ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

Cl13 中間期における外気冷房の実施 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C104 採光を利用した消灯の実施

C109 空室・不在時等の空調停止

C120 外灯等の点灯時間の季節別管理

C801 共用部照明のフロアごとの管理

C803 フロア共用部の温度の把握・設定

C804 共用部のフロアごとの空調の管理

C810 便座ヒーター等温度の季節別設定

設備保守対策

D104 空調フィルターの清掃・点検

D108 その他設備の定期的な保守・点検

設備導入対策

E103 高効率照明器具の採用 (屋内) E101 高効率照明ランプの採用 (屋内)

E102 蛍光灯へ電子安定器採用 (屋内)

E122 給湯の温水配管の保温の実施

□ 目標達成した。実績年度の目標達成の状況

目 標 の 有 無 固 有  ■ 無

目標値等 (選択)

ベンチマーク区分 ンク C02削減率 (前年度比 牌
C02排出量 (延床面積当たり; |      |lkg‐ C02/m2 C02排出量 (総量)

その他 特記事項に内容を記載

〔平成30年度節電対策項目】
明

・アリーナ内LED照明機器の採用
・未使用室の消灯
・利用者及び支配人による空調、照明の管理②空調
・換気ファンの一部停止
の他
エレベーター停止

(日 本工業規格A列 4番 )



事 業 所 等 の 名 称 TG滝野川第一ビル

事 業 所 番 号 A 0 6 4 5 0 0 1 0

事 業 所 等 の所 在 地

一Ｔ 1 1 4 0 0 2 3 区 市 町 村 名 ヒ区

町 名 番 地

以    下 滝野川5-42

事業所等の延床面積 8,392.92 2
m

の
■ 1年度分  □ 1年未満

エ ル ギ ー 使 用 期 間

所 有 形 態 ■ 自己所有   □ 他者所有
報 告 範 囲 ■ 建物の全部  □ 建物の一部 (テナント)  □ 建物の一部 (その他)

報告範囲の主たる用途
■ 事務所

□ 工場

□ 商業施設 (物販 )

□ 複合施設

□ 商業施設 (飲食 )

□ その他
日本 標 準 産 業 分 類
にお ける細 分 類 番 号

6 9 1 1 連鎖化事業区分 □ 直営店  □ 力日盟店  ■ 非該当

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

地球温暖化対策の実施状況の追加
【追加項目(重点紺策)】
運用対策 :C123、 C811、 C813
【追加項目(その他対策)】
運用姑策 :C812

その 2 (表 )

地球温暖化対策報告書 (その 2)

1 事業所等の概要

2 原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量 (2018年度の状況)

3 二酸化炭素排出量等の内訳

※ 1 の びに公共下 への排水に |ま

⑩=(⑥/1,000)× ⑨とする。
※2⑪三(都が指定する原単位X延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
⑫=(①/電気のその他の買電(昼夜間不明の場合を含む。)の係数)× 1,000⑬ =(⑫/1,000)× ⑨とする。

原油換算エネルギー使用量 (①=⑭×0.0250
∪

303 kl

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量 (②=⑮ )
、2′l

588 t

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴つて排出される二酸化炭素の量 (③=④ )

⑨

9 t

総 計 (④=②十③) 597 t

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量 (⑤=②×1000/事業所等の延床面積)

70.0 kg‐ C02/m2

二酸化炭素排出量

燃料等の種別 締
の鰯
単位
使用量

⑥

係数

⑦

熱量

(G」 )

①=(⑥/1000)X⑦

つF出
係数
◎

排 出量
本I

(t)

⑩=③×③×44′ 12

都市ガス □ Nm3 115,981.9 45.00 5,216.9 0,014 260.2

その他 (LPG) □ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

その他 (灯油 ) □ L 0.0 36.70 0.0 0,019 0.0

その他0 □ 0,0

燃
料
及
び
熱
その他 O □ 0.0

昼間(8時～22H寺 ) □ kWh 0.0 9.97 0,0 0.489 0.0一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気 夜問 (22‖子～翌 H8‖f) □ kWh 0.0 9,28 0.0 0,489 0.0

電

気

その他の買電(ll夜‖I不明の場合を含む。) □ kWh 671,749.0 9.76 6,556.3 0.489 328.5

規則第5条の17第3項の場合のみなし値
※2 kWh 0.0 9.76 0,0 0.489 0.0

∪

合 計 才 / ∪ 11,773.2 イ 588.6

水道及び工業用水道 □
3
m 14,265.0 / 0.251 3.6

そ

の

仙 公共下水道 □ m3 14,265.0 / 才 0.439 6.3

イ合 計 / ア 9.8

(日 本工業規格A列 4番 )



(裏 )

4 地球温暖化対策の実施状況

5 提出年度の地球温暖化対策の目標

6 特記事項

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の整 備

A404 テナントヘの温暖化対策協力依頼 A401 テナントにエネルギー使用量提供

A402 使用量の推計に必要な情報の提供

A405 ビル全体の推進体制の整備

エネル ギー 等 の

使 用 状 況 の把 握

B103 時間的に詳細に把握 B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B106 過去のデータによる傾向の把握 B102 関連他者からの情報を力日えて把握

B107 主要設備の使用状況の把握 B105 エネルギー使用量の前年度比較

省

エ
ネ

ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C105 昼休み時の消灯の実施 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

Cl13 中間期における外気冷房の実施 C102 照明スイッチに点灯範囲を表示

C123 温湿度の適正管理 C107 空調機スイッチに空調範囲を表示

C811 自動販売機の休日・夜間照明停止 C109 空室・不在時等の空調停止

C813 外灯等の点灯時間の季節別管理 Clll 予熱・予冷時の外気導入の停止

C124 冷凍機等の出入口温度把握と調整

C801 共用部照明のフロアごとの管理

C816 ポンプ・ファンの流量、圧力調整

C806 その他設備の不使用時の停止

設備保守対策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D102 セントラル空調のフィルター清掃

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施 D104 空調フィルターの清掃・点検

D105 換気フィルターの清掃。点検 D108 その他設備の定期的な保守・点検

設備導入対策

E103 高効率照明器具の採用 (屋内) E101 高効率照明ランプの採用 (屋内)

E109 空調の冷温水配管の保温の実施 E102 蛍光灯へ電子安定器採用 (屋内)

El14 高効率パッケージの採用 E108 高効率照明器具の採用 (屋外)

E124 更新に合わせた高効率機器の採用

□ 目標達成した。実績年度の目標達成の状況

目 標 の 有 無 □ 有  ■ 無

目標値等 (選択)

ベンチマーク区分 ‖ランク C02削減率 (前年度比

C02り F出量 (延床面積当たり: ‖kg・ C02/m2 C02排出量 (総量)
その他 特記事項に内容を記載

■運用対策についての実施項目(セルに記入しきれなかつた対策)
Cl17便座ヒーター等温度の季節別設定
C802階段照明の管理手法の検討・実施
C812自 動販売機の不要時の停止

【平成30年度に実施した節電対策項目】

止

ついての ル

照明点灯範囲の細分化
05照明用人感センサの採用

11ポンプ。ファンのインバータ制御
エレベーターインバータ制御
E122給腸の温水配管の保温の実施
19潜熱回収型ガス給湯器等の採用
トップランナー機器の採用

高効率照明ランプの採用 (屋外)
進相コンデンサ等による力率改善
高輝度誘導灯の導入
窓際照明の連続調光制御
全熟交換機の導入 (個別)

(日 本工業規格A列4番 )



事 業 所 等 の 名 称 TG滝野サ|1第ニビル

事 業 所 番 号 A 0 6 4 5 0 0 1 1

事 業 所 等 の 所 在 地

一Ｔ 1 1 4 0 0 2 3 区 市 町 村 名 】ヒE至

町 名 番 地

以    下 滝野)|15-42

事業所等の延床面積 6,510.00 m
2 事 業 所 等 の

~夫
績 年 度 の

エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間
■ 1年度分  □ 1年未満

所 有 形 態 ■ 自己所有   回 他者所有
報 告 範 囲 ■ 建物の全部  □ 建物の一部 (テナント)  □ 建物の一部 (その他)

報告範囲の主たる用途
■ 事務所

□ 工場

□ 商業施設 (物販 )

□ 複合施設

□ 商業施設 (飲食)

□ その他
日本 標 準 産 業 分 類
にお ける細 分 類 番 号

6 9 1 1 連鎖化事業区分 □ 直営店  □ 加盟店  ■ 非該当

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

地球温暖化対策の実施状況の追加
【追加項目(重点対策)】
運用対策iCH3、 C123、 C813
設備導入対策:El14

その 2 (表 )

地球温暖化対策報告書 (その 2)

1 事業所等の布,モ要

2 原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量 (2018年度の状況)

3 二酸化炭素排出量等の内訳

※ 1 の て」ドイ へ の

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※2① =(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
⑫=(①/電気のその他の買電 (昼夜間不明の場合を含む。)の係数)× 1,000⑬=(⑫/1,000)× ⑨とする。

下 に 出 ′よ

原油換算エネルギー使用量 (①=⑭×00250
(l,

1261kl

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量 (② =⑮ )
∪

245it

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量 (③=⑩ )

∪

l it

総 計 (④=②十③)
ひ

246it

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量 (⑤=②×1000/事業所等の延床面積)

⑨ 躙卜『
cりm2

二酸化炭素排出量

燃料等の種別 冊
の
岬
単位
使用量

⑥

係数

⑦

熱量

(G」 )

①=(⑥/1000)× ⑦

拶F出
係数
③

排 出量
本1

(t)

⑩=③×③×44/12

都市ガス □ Nm3 46,431,3 45.00 2,089,4 0.014 104.2

その他 (LPG) □ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

その他 (灯油 ) □ L 0,0 86.70 0.0 0.019 0.0

その他 0 □ 0.0

燃
料
及
び
熱

その他0 □ 0.0

昼間 (8時～22日寺) □ kヽVh 0.0 9.97 0.0 0.489 0.0一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気 夜問 (22F子 ～翌 118T子 ) □ kヽVh 0,0 9.28 0.0 0.489 0.0

電

気

その他の買電 (九卜夜問不明の場合を合む。) □ kWh 289,701.0 9.76 2,827.5 0.489 141.7

規則第5条の17第3項の場合のみなし値
※2

kヽVh 0.0 9.76 0.0 0.489 0.0

合 計 4,916.9 イ 245.9

の

公共下水道

び工業用水道 □ m3 /2,333.0 0.251 0.6

/□ m3 2,953.0 イ 0.439 1.3

/ イ イ合 計 イ
∪

1.9

(日 本工業規格A列4番 )



(裏 )

4 地球温暖化対策の実施状況

5 提出年度の地球温暖化対策の目標

6 特記事項

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の整備

A404 テナントヘの温暖化対策協力依頼 A401 テナント|こエネルギー使用量提供

A402 使用量の推計に必要な情報の提供

A405 ビル全体の推進体制の整備

エネル ギー等 の
使用状況の把握

B103 日寺間的にヨ羊糸田|こ才巴握 B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B106 過去のデータによる傾向の把握 B102 関連他者からの情報を加えて把握

B107 主要設備の使用状況の把握 B105 エネルギー使用量の前年度比較

省

エ
ネ

ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C105 昼休み時の消灯の実施 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

Cl13 中間期における外気冷房の実施 C102 照明スイッチに点灯範囲を表示

C123 温湿度の適正管理 C107 空調機スイッチに空調範囲を表示

C813 外灯等の点灯時間の季節別管理 C109 空室・不在時等の空調停止

Clll 予熱・予冷時の外気導入の停止

C124 冷凍機等の出入口温度把握と調整

C801 共用部照明のフロアごとの管理

C816 ポンプ・ファンの流量、圧力調整

C806 その他設備の不使用時の停止

設備保守対策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D102 セントラル空調のフィルター清掃

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施 D104 空調フィルターの清掃。点検

D105 換気フィルターの清掃・点検 D108 その他設備の定期的な保守・点検

設備導入対策

E103 高効率照明器具の採用 (屋内) E101 高効率照明ランプの採用 (屋内)

E109 空調の冷温水配管の保温の実施 E105 照明用人感センサの採用

El14 高効率パッケージの採用 E139 進相コンデンサ等による力率改善

E124 更新に合わせた高効率機器の採用

□ 目標達成した。実績年度の目標達成の状況

目 標 の 有 無 □ 有  ■ 無

目標値等 (選択)

ベンチマーク区分 ‖ランク C02削減率 (前年度,じ 牌
C02りに出量 (延床面積当たり: ‖kg‐C02/m2 C02つに出量 (総量)
その他 特記事項に内容を記載

■設備導入対策についての実施項目(セルに記入しきれなかつた姑策)

04
蛍光灯へ電子安定器採用 (屋内)

照明点灯範囲の細分化
高効率照明ランプの採用 (屋外)
高効率照明器具の採用 (屋外)
ポンプ。ファンのインバータ制御
高輝度誘導灯の導入

給湯の温水配管の保温の実施

潜熱回収型ガス給湯器等の採用
トップランナー機器の採用
エレベーターのインバータ制御

11

El19

日運用対策についての実施項目(セルに記入しきれなかった対策)
Cl17便座ヒーター等の季節別設定
C802階段照明の管理手法の検討・実施
【平成30年度に実施した節電対策項目】

・温水便座の冬季以外の使用は停止
・電気ポットの保温は業務時間外は停止
・ブラインドは昼は採光目的、夜間休日は遮熱目的として使用

(日 本工業規格A列4番 )



事 業 所 等 の 名 称 TG目 黒ビル

事 業 所 番 号 A 0 6 4 5 0 0 1 2

事 業 所 等 の 所 在 地

一Ｔ 1 5 3 0 0 6 3 区 市 町 村 名 目黒区

町 名 番 地

以    下 目黒3-1-3

事業所 等 の延 床 面積 5,967.00 2
m
事 業 所 等 の 冥 積 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■ 1年度分  □ 1年未満

所 有 形 態 ■ 自己所有   □ 他者所有
報 告 範 囲 ■ 建物の全部  □ 建物の一部 (テナント)  □ 建物の一部 (その他)

報告範囲の主たる用途
■

□

事務所

工場

□ 商業施設 (物販 )

□ 複合施設

□ 商業施設 (飲食 )

□ その他
日本 標 準 産 業 分 類
にお ける細 分 類 番 号

6 9 1 1 連鎖化事業区分 □ 直営店  □ 力日盟店  ■ 非該当

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

地球温暖化対策の実施状況の追加
〔追加項目(重点対策)】
エネルギー等の使用状況の把握 :B103
運用対策:C811
【追加項目(その他対策)】
運用姑策 :C103、 C812

その 2 (表 )

地球温暖化対策報告書 (その 2)

1 事業所等の概要

2 原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量 (2018年度の状況)

3 二酸化炭素排出量等の内訳

※ 1 、水 び工業用 の の に に 出量は

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※2①=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
⑫=(① /電気のその他の買電(昼夜間不明の場合を含む。)の係数)Xl,000⑬ =(⑫/1,000)×③とする。

原油換算エネルギー使用量 (①=⑭×00250
(l,

122 kl

二酸化炭素
量り信 出

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量 (②=⑮ )
②

237 t

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴つて排出される二酸化炭素の量 (③=⑩ )

(3,

2 t

総 計 (④=②+③ )
∪

239 t

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量 (⑤=②×1000/事業所等の延床面積)

lう,

39.7 kg‐ C02/m2

二酸化炭素排出量

燃料等の種別
推計
の

使用

単位

⑥

使用量

⑦

係数

⑥=(⑥/1000)× ⑦

熱量

(G」 )
つ信出
係数
③

f'F出 ど≧
ぺ[

(t)

⑩=③ X③×44′ 12

都市ガス □ Nm3 39,817.5 45.00 1,791.8 0.014 89.4

その他 (LPG) □ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

その他 (灯油 ) □ L 0.0 36.70 0.0 0.019 0,0

その他0 □ 0.0

燃
料
及
び
熱

その他0 □ 0.0

昼間 (8日寺-22H寺 ) □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489 0.0一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気 夜問 (22‖ f～ 翌 日8時 ) □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.489 0,0

電

気

その他の買電 (昼夜‖I不明の場合を含む。) □ kWh 303,283.0 9.76 2,960.0 0.489 148.3

規則第5条の17第 3項の場合のみなし値
※Z kWh 0.0 9.76 0.0 0.489 0.0

/合 計 イ 4,751.8 237,7∪

水道及び工業用水道 □ m3 3,145.0 / 0.251 0.8
そ

の

仙 /公共下水道 □
3
m 3,145,0 0,439 ■4

合 計 イ / イ イ 2.2

(日 本 A万14番 )



(裏 )

4 地球温暖化対策の実施状況

5 提出年度の地球温暖化対策の目標

6 特記事項

重点対策 その他対策

対策番号 封策名 対策番号 対策名

組 繊 体 制 の整備

A404 テナントヘの温暖化対策協力依頼 A401 テナント|こエネルギー使用量提供

A402 使用量の推計に必要な情報の提供

A405 ビル全体の推進体制の整備

エネルギー等 の
使用状況の把握

B103 時間的に詳細に把握 B101 自ら入手可能な情報に基づく十巴握

B106 過去のデータによる傾向の把握 B102 関連他者からの情報を加えて把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

省

エ
ネ

ル
ギ
ー

姑
策

運 用 対 策

C105 昼休み時の消灯の実施 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C811 自動販売機の休日・夜間照明停止 C102 照明スイッチに点灯範囲を表示

C107 空調機スイッチに空調範囲を表示

C109 空室・不在時等の空調停止

Clll 予熱・予冷時の外気導入の停止

C801 共用部照明のフロアごとの管理

C802 階段照明の管理手法の検討・実施

C816 ポンプ・ファンの流量、圧力調整

C806 その他設備の不使用時の停止

設備保守対策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D102 セントラル空調のフィルター清掃

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施 D104 空調フィルターの清掃。点検

D105 換気フィルターの清掃・点検 D108 その他設備の定期的な保守・点検

設備導入対策

E103 高効率照明器具の採用 (屋内) E126 窓際照明の連続調光制御

E109 空調の冷温水配管の保温の実施 E180 全熱交換器の導入

E l14 高効率パッケージの採用 E139 進相コンデンサ等による力率改善

E124 更新に合わせた高効率機器の採用

□ 目標達成した。実績年度の目標達成の状況

目 標 の 有 無 □ 有  ■ 無

目標値等 (選択)

ベンチマーク区分 ‖ランク C02削減率 (前年度,ヒ :

C02り F出量 (延床面積当たり: ‖kg・ C02/m2 C02つ信出量 (総動
その他 特記事項に内容を記載

■設備導入対策についての実施項目(セルに記入しきれなかった対策)
1高効率照明ランプの採用 (屋内)
蛍光灯へ電子安定器採用 (屋内)
高輝度誘導等の導入
照明用人感センサの採用E135エレベーターのインバータ制御
給湯の温水配管の保温の実施

■運用対策についての実施項目(セルに記入しきれなかった対策)
03日 本工業規格に準じた照度の設定
Cl14事務用機器を省エネモードに設定
Cl17便座ヒーター等温度の季節別設定
C812自 動販売機の不要時の停止

〔平成30年度に実施した節電対策項目】
明

・共用都照明器具の一部消灯

他
・暖房便座、エアタオルの使用停止
・OA機器の省エネモード設定

(日 本工業規格A列4番 )



事 業 所 等 の 名 称 TG赤羽ビル

事 業 所 番 号 A 0 6 4 5 0 0 1 3

事 業 所 等 の 所 在 地

一Ｔ 1 1 5 0 0 4 4 区 市 町 村 名 ゴヒ優こ

町 名 番 地

以    下 赤羽南1-10-3

事業所等の延床面積 1,916.19 m
2 争 莱 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■ 1年度分  □ 1年未満

所 有 形 態 ■ 自己所有   □ 他者所有
報 告 範 囲 □ 建物の全部  □ 建物の一部 (テナント)  ■ 建物の一部 (その他)

報告範囲の主たる用途
■ 事務所

□ 工場

□ 商業施設 (物販 )

□ 複合施設

□ 商業施設 (飲食)

□ その他

日本 標 準 産 業 分 類
にお ける細 分 類 番 号

6 9 1 1 連鎖化事業区分 □ 直営店  □ 力日盟店  ■ 非該当

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

その 2 (表 )

地球温暖化対策報告書 (その 2)

1 事業所等の概要

2 原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量 (2018年度の状況)

3 二酸化炭素排出量等の内訳

※ 1 の 工 の び に へ の 二酸化

⑩=(⑥/1,000)X⑨ とする。
※2①=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
⑫三(①/電気のその他の買電 (昼夜間不明の場合を含む。)の係数)× 1,000⑬ =(⑫/1,000)×③とする。

に

原油換算エネルギー使用量 (①=⑭×0.0250
υ 密ト

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量 (②=⑮ )
υ

151 it

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への俳水に
伴って排出される二酸化炭素の量 (③=⑩ )

9

Oit

総 計 (④=②+③ )
υ

151 it

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量 (⑤=②×1000/事業所等の延床面積)

9 隅卜餅嶋航
2

二酸化炭素排出量

燃料等の種別
推計
の

使用
単位
使用量

⑥

係数

⑦

熱量

(GJ)

③=(⑥/1000)X⑦

ワF出
係数
⑨

排 出 量
本!

(t)

⑩と①×◎X44/12

都市ガス □ Nm3 4,117.9 45.00 185.3 0.014 9,2

その他 (LPG) □ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

その他 (灯油 ) □ L 0.0 36.70 0.0 0.019 0.0

その他 () □ 0.0

燃
料
及
び
熱

その他0 □ 0.0

昼間 (8時～22時 ) □ kヽVh 0.0 9.97 0.0 0.489 0.0一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気 夜‖I(22H子～望 118Π手) □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.489 0.0

電

気

その他の買電 (上 夜ヽ問不りIの場合を含む。) □ kWh 291,720.0 9.76 2,847.2 0.489 142.7

規則第5条の17第3項の場合のみなし値
※2 kWh 0.0 9.76 0.0 0.489 0.0

合 計 3,032.5 イ 151.9

水道及び工業用水道 □ /3
m 361.0 0.251 0.1

/

そ

の

仙 公共下水道 □ m3 361.0 イ 0.439 0.2

イ イ合 計 イ イ 0.2
∪

(日 本工業規格A列4番 )



(裏 )

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の整 備

A401 テナント|こエネルギー使用量提供

A402 使用量の推計に必要な情報の提供

エネル ギー 等 の

使 用 状 況 の把 握

B106 過去のデータによる傾向の把握 B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

省

エ
ネ

ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C105 昼休み時の消灯の実施 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

Cl15 事務用機器を業務終了時に停止 C108 温度計等による室温の把握と調整

C813 外灯等の点灯時間の季節別管理 C109 空室・不在時等の空調停止

C801 共用部照明のフロアごとの管理

設備保守対策

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施 D104 空調フィルターの清掃・点検

D105 換気フィルターの清掃・点検 D108 その他設備の定期的な保守・点検

設備導入対策

E103 高効率照明器具の採用 (屋内) E101 高効率照明ランプの採用 (屋内)

E109 空調の冷温水配管の保温の実施 E130 全熱交換器の導入

El14 高効率パッケージの採用 E122 給湯の温水配管の保温の実施

E124 更新に合わせた高効率機器の採用

4 地球温暖化対策の実施状況

5 提出年度の地球温暖化対策の目標

6 特記事項

【平成30年度節電対策項目】
①照明
・共用部照明器具点滅管理
②空調
・未使用室の空調停止

□ 目標達成した。実績年度の目標達成の状況

目 標 の 有 無 □ 有  ■ 無

目標値等 (選択)

ベンチマーク区分 ‖ランク C02削減率 (前年度″ヒ: %

C02つ停出量 (延床面積当たり
――――――-11kg‐

C02/m2 C02排出量 (総量) t

その他 特記事項に内容を記載

(日 本工 規 AアU4番 )



事 業 所 等 の 名 称 TG麻布ビル

事 業 所 番 号 A 0 6 4 5 0 0 1 4

事 業 所 等 の 所 在 地

一Ｔ 1 0 6 0 0 5 4 区 市 町 村 名 港 区

町 名 番 地

以    下 南麻布2-5-19

事業所等の延床面積 9,292.00 2
m
事 業 Fりi等 の

~夫
績 年 度 の

エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間
■ 1年度分  □ 1年未満

所 有 形 態 ■ 自己所有   □ 他者所有
報 告 範 囲 ■ 建物の全部  □ 建物の一部 (テナント)  □ 建物の一部 (その他 )

報告範囲の主たる用途
■ 事務所

□ 工場

□ 商業施設 (物販)

□ 複合施設

□ 商業施設 (飲食)

□ その他
日本 標 準 産 業 分 類
にお ける細 分 類 番 号

6 9 1 1 連鎖化事業区分 □ 直営店  □ 力日盟店  ■ 非該当

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

地球温暖化対策の実施状況の追加
【追加項目(重点対策)】
エネルギー等の使用状況の把握 :B103
運用対策iC811
【追加項目(その他対策)】
運用対策:C812

その 2 (表 )

地球温暖化対策報告書 (その 2)

1 事業所等の概要

2 原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量 (2018年度の状況)

3 二酸化炭素排出量等の内訳

※ 1 び 用 の水 へ の イこ 出 は 、

|

⑩=(⑥/1,000)× ③とするc
※2①=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
⑫=(①/電気のその他の買電(昼夜間不明の場合を含む。)の係数)× 1,000⑬ =(⑫/1,000)× ③とする9

原油換算エネルギー使用量 (①=⑭×0.025働
①

2341kl

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量 (②=⑮ )
②

453it

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道へのり信水に
伴つて排出される二酸化炭素の量 (③=⑩ )

③

4 it

総 計 (④=②+③ )
⑭

457it

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量 (⑤三②×1000/事業所等の延床面積)

くヽ′ 餐斗す晩航
2

二酸化炭素排出量

燃料等の種別
推計
の

使用
単位
使用量

⑥

係数

⑦

熱量

(G」 )

①=(⑥/1000)× ⑦

りF出
係数
③

排 出量
入1

(t)

⑩=③×③×44/12

都市ガス □ Nm3 81,408.8 45,00 3,663.4 0.014 182.7

その他 (LPG) □ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

その他 (灯油 ) □ L 0.0 36.70 0.0 0.019 0.0

その他 (軽油 ) □ L 0.0 37.70 0.0 0.019 0.0

燃
料
及
び
熱

その他 () □ 0.0

昼間 (8時～22時 ) □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489 0.0一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気 夜‖I(221手 ～翌 I18‖子) □ kWh 0.0 9.28 0.0 0,489 0.0

電

気

その他の買電 (|卜夜問不明の場合を含む。) □ kWh 554,394.0 9.76 5,410.9 0.489 271.1

規則第5条の17第 3項の場合のみなし値
※Z kWh 0.0 9.76 0.0 0.489 00

イ合 計 イ イ 9,074.3 ∪    453.8

/水道及び工業用水道 □ m3 7,094.0 0.251 1.8
そ

の

仙 公共下水道 /□
3
m 7,094.0 0.439 3.1

合 計 / イ イ 4.9

(日 本工業規格A列4番



(裏 )

4 地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 □ 目標達成した。

5 提出年度の地球温暖化対策の目標

6 特記事項

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

A404 テナントヘの温暖化対策協力依頼 A401 テナントにエネルギー使用量提供

A402 使用量の推計に必要な情報の提供

A405 ビル全体の推進体制の整備

エネル ギー 等 の

使 用 状 況 の把 握

B103 時間的に詳細に把握 B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B106 過去のデータによる傾向の把握 B102 関連他者からの情報を加えて把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

省

エ
ネ

ル
ギ
ー

封
策

運 用 対 策

C105 昼休み時の消灯の実施 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C811 自動販売機の休日・夜間照明停止 C102 照明スイッチに点灯範囲を表示

C813 外灯等の点灯時間の季節別管理 C103 日本工業規格に準じた照度の設定

C814 屋内駐車場換気の不要時間の停止 C104 採光を利用した消灯の実施

C107 空調機スイッチに空調範囲を表示

C109 空室・不在時等の空調停止

Cl17 便座ヒーター等温度の季節別設定

C801 共用部照明のフロアごとの管理

C806 その他設備の不使用時の停止

設備保守対策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D104 空調フィルターの清掃・点検

D105 換気フィルターの清掃・点検 D108 その他設備の定期的な保守・点検

設備導入対策

E103 高効率照明器具の採用 (屋内) E105 照明用人感センサの採用

E130 全熱交換器の導入

El19 潜熱回収型ガス給湯器等の導入

E139 進相コンデンサ等による力率改善

目 標 の 有 無 □ 有  ■ 無

目標値等 (選択)

ベンチマーク区分 ‖ランク C02削減率 (前年度,ビ ‖%

C02り F出量(延床面積当たり ‖kg‐ COノm2 C02排出量 (総量)
その他 特記事項に内容を記載

■運用対策についての実施項目(セルに記入しきれなかった対策)
C120外灯等の点灯時間の季節別管理
C121屋 内駐車場換気の不要時間の停止
C127看板照明点灯時間の季節別管理
C812自 動販売機の不要時の停止
■設備導入対策についての実施項目(セルに記入しきれなかった対策)
E101高効率照明ランプの採用 (屋内)
102蛍光灯へ電子安定器採用 (屋内)
106高効率照明ランプの採用 (屋外)
107蛍光灯へ電子安定器採用 (屋外)
108高効率照明器具の採用 (屋外 )
135エレベーターのインバータ制御
122給腸の温水配管の保温の実施
137高効率変圧器への更新・台数集約
【平成30年度に実施した節電対策項目】
の他

・温水便座の冬季以外の使用は停止
・電気ポントの保温は業務時間外は停止
・ブラインドは昼間は採光目的、夜間休日は遮熱目的で使用

(日 本工業規格A列4番



事 業 所 等 の 名 称 上池袋配送センタービル

事 業 所 番 号 A 0 6 4 5 0 0 1 5

事 業 所 等 の 所 在 地

一Ｔ 1 7 0 0 0 1 2 区 市 町 村 名 豊島区

町 名 番 地

以    下 上池袋285

事業所等の延床面穣 523.37 2
m
事 業 FりT等 の 冥 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■ 1年度分  □ 1年未満

所 有 形 態 ■ 自己所有   □ 他者所有
報 告 範 囲 ■ 建物の全部  □ 建物の一部 (テナント)  □ 建物の一部 (その他)

報告範囲の主たる用途
□ 事務所

□ 工場

□ 商業施設 (物販 )

□ 複合施設

□ 商業施設 (飲食)

■ その他

日本 標 準 産 業 分 類
にお ける細 分 類 番 号

6 9 1 1 連鎖化事業区分 □ 直営店  □ 力日盟店  ■ 非該当

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

その 2 (表 )

地球温暖化対策報告書 (その 2)

1 事業所等の概要

2 原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量 (2018年度の状況)

3 二酸化炭素排出量等の内訳

※ 1 用 、 び工業用水 の水 並びに 水 へ の |ま

⑩)=(⑥/1,000)×⑨とする。
※2①=(都が指定する原単位X延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
⑫=(①/電気のその他の買電(昼夜間不明の場合を含む。)の係数)× 1,000⑬ =(⑫/1,000)× ⑨とする。

に

原油換算エネルギー使用量 (①三⑭×00250
ll′

23 kl

二酸イヒ炭素

量つ常 出

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量 (②=⑮ )
②

46 t

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に

伴つて排出される二酸化炭素の量 (③=⑮ )
0 t

総 計 (④=②+⑥ )
④

46 t

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量 (⑤三②×1000/事業所等の延床面積)

③

87.8 kg‐ C02/m2

二酸化炭素排出量

燃料等の種別
推計
の

使用
単位
使用量

③ ⑦

係数
熱量

(GJ)

③=(⑥/1000)X⑦

り卜出
係数
⑨

排 出 量

本 1

(t)

①=①×⑨×44/12

都市ガス □ Nm3 3,222.8 45.00 145.0 0.014 7.2

その他 (LPG) □ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

その他 (灯油 ) □ L 0.0 36.70 0.0 0.019 0.0

その他0 □ 0,0

燃
料
及
び
熱

その他 0 □ 0.0

昼間 (8時～22H寺 ) □ kWh 0.0 9。97 0.0 0.489 0.0一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気 夜問 (22Π手～翌 日81子 ) □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.489 0.0

電

気

その他の買電 (1モ夜問不明のナ)ノ′合を含む。) □ kWh 79,466.0 9.76 775.6 0.489 38.9

規則第5条の17第3項の場合のみなし値
※Z

kヽVh 0.0 9.76 0.0
埋 0.489 0.0

合 計 イ / 920.6 イ 46.1

/水道及び工業用水道 □ m3 237.0 0.251 0.1
そ

の

仙 公共下水道 □
3
m 237.0 / 0.439 0。 1

合 計 イ 0.2

(日 本工業規格A列 4番 )



(裏 )

4 地球温暖化対策の実施状況

5 提出年度の地球温暖化対策の目標

6 特記事項

重点対策 その他対策

対策番号 対策 .々 対策番号 対策名

組 織 体 制 の整備

エネル ギ ー 等 の

使 用 状 況 の把 握

B106 過去のデータによる傾向の把握 B102 関連他者からの情報を加えて把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

省

エ
ネ

ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

設備保守対策

設備導入対策

E103 高効率照明器具の採用 (屋内)

El14 高効率パッケージの採用

□ 目標達成した。実績年度の目標達成の状況

目 標 の 有 無 □ 有  ■ 無

目標値等 (選択)

ベンチマーク区分 ‖ランク C02削減率 (前年度,ヒ 牌
C02つ信出量(延床面積当たり

'

‖kg‐ C02/m2 C02排出量 (総量)
その他 特記事項に内容を記載

(日 本工業規格A列4番



事 業 所 等 の 名 称 南千住事務所

事 業 所 番 暑 A 0 6 4 5 0 0 1 6

事 業 所 等 の 所 在 地

一Ｔ 1 1 6 0 0 0 3 区 市 町 村 名 H区

町 名 番 ナ七

以    下 南千住319

事業所 等の延床 面積 328.06 2
m

の
■ 1年度分  □ 1年未満エ ネ ル ギ ー 用 期

所 有 形 態 ■ 自己所有   □ 他者所有
幸侵

止

範  囲 ■ 建物の全部  □ 建物の一部 (テナント)  □ 建物の一部 (その他)

報告範囲の主たる用途
■ 事務所

□ 工場

□ 商業施設 (物販 )

□ 複合施設

□ 商業施設 (飲食 )

□ その他
日本 標 準 産 業 分 類
における細 分類番 号

6 9 1 1 連鎖化事業区分 □ 直営店  □ 力日盟店  ■ 非該当

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

その 2 (表 )

地球温暖化対策報告書 (その 2)

1 事業所等の概要

2 原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量 (2018年度の状況)

3 二酸化炭素排出量等の内訳

※ 1 用 、 の の びに公共下 に牟半う
⑩二(⑥/1,000)×③とする。
※2①=(都が指定する原単位X延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
⑫三(①/電気のその他の買電(昼夜間不明の場合を含む。)の係数)× 1,000⑬ =(⑫/1,000)×⑨とする。

原油換算エネルギー使用量 (①=⑭×00250
(l,

朽卜

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量 (②=⑮ )
(2,

29

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量 (③=⑩ )

⑨

1

総 言卜(④=②+③) 30

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量 (⑤ =②×1000/事業所等の延床面積)

隅卜『
嶋施2

二酸化炭素排出量

燃料等の種別 締の脚
単位
使用量

⑥

係数

⑦

熱量

(G」 )

①=(⑥/1000)X⑦

り,出
係数
◎

排 出量
本I

(t)

⑩芸③X③ X44′ 12

都市ガス □ Nm3 7,849.2 45.00 353.2 0.014 17.6

その他 (LPG) □ kg 0.0 50.80 0,0 0.016 0.0

その他 (灯油) □ L 0.0 86.70 0.0 0.019 0.0

その他0 □ 0.0

燃
料
及
び
熱

その他 O □ 0,0

昼間 (8時～22時 ) □ kWh 0.0 9,97 0.0 0.489 0,0一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気 夜問(22時 ～翌 1181f) □ kWh 0.0 9。 28 0.0 0.489 0.0

電

気

その他の買電 (を 夜ヽ‖〕不明の場合を含む。) □ kWh 23,995.0 9.76 234.2 0,489 11,7

規則第5条の17第3項の場合のみなし値
※2 kWh 0.0 9.76 0,0 0。 489 0.0

(l,

合 計 才 587.4(ll,

イ 29.3

水道及び工業用水道 □ m3 / 才1,505.0 0.251 0.4そ

の

仙 /公共下水道 □
3
m 1,505.0 イ 0.439 0,7

/ イ合 計 イ 珀 ■0
(16,

(日 本工業規格A列4番 )



(裏 )

4 地球温暖化対策の実施状況

5 提出年度の地球温暖化対策の目標

6 特記事項

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の整備

エネル ギー 等 の

使 用状 況 の把 握

B106 過去のデータによる傾向の把握 B102 関連他者からの情報を加えて把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

省

エ
ネ

ル
ギ
ー

対
策

運 用 姑 策

設備保守対策

設備導入対策

□ 目標達成した。実績年度の目標達成の状況

目 標 の 有 無 固 有  ■ 無

目標値等 (選択)

ベンチマーク区分 ‖ランク C02削減率 (前年度比 D/。

C02排出量 (延床面積当たり ‖kg‐C02/m2 C02排出量 (総量) し

その他 特記事項に内容を記載

(日 本工業規格A列4番 )



事 業 所 等 の 名 称 四谷クラブ

事 業 所 番 号 A 0 6 4 5 0 0 1 7

事 業 所 等 の 所 在 地

一Ｔ 1 6 0 0 0 0 5 区 市 町 村 名 区

町 名 番 地

以    下 愛住町6-1

事業所等の延床面積 2,264.65 2
m

の
■ 1年度分  □ 1年未満エ ネ ル ギ ー 使 用

所 有 形 態 ■ 自己所有   □ 他者所有
報 告 範 囲 ■ 建物の全部  □ 建物の一部 (テナント)  □ 建物の一部 (その他)

報告範囲の主たる用途
□ 事務所

□ 工場

□ 商業施設 (物販)

□ 複合施設

□ 商業施設 (飲食)

■ その他

日本 標 準 産 業 分 類
にお ける細 分 類 番 号

6 9 1 1 連鎖化事業区分 □ 直営店  □ 力日盟店  ■ 非該当

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

その 2 (表 )

地球温暖化対策報告書 (その 2)

1 事業所等の概要

2 原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量 (2018年度の状況)

3 二酸化炭素排出量等の内訳

※ 1 の使用、水 の イこ 下 に 出量は

⑩三(⑥/1,000)×③とする。
※2①=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
⑫=(①/電気のその他の買電(昼夜間不明の場合を含む。)の係数)× 1,000⑬ =(②/1,000)×③とする。

原油換算エネルギー使用量 (①=⑭×00250
∪

143 kl

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量 (②三⑮)
、Zノ

278 t

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道へのりF水に
伴つて排出される二酸化炭素の量 (③=⑬ )

9

3 t

総 計 (④=②+③ )
り

281 t

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量 (⑤三②×1000/事業所等の延床面積)

、うフ

122.7 kg‐ C02/m2

二酸化炭素排出量

燃料等の種別 冊
の鰯
単位

⑥

使用量 係数

⑦ ③=(⑥/1000)× ⑦

熱量

(GJ) ワF出
係数
⑨

ワF出量
本1

(t)

⑩=⑥×③×44/12

都市ガス □ Nm3 53,090.6 45.00 2,389.1 0.014 119.1

その他 (LPG) □ kg 0.0 50。80 0.0 0.016 0.0

その他 (灯油) □ L 0.0 36.70 0,0 0.019 0,0

その他 () □ 0.0

燃
料
及
び
熱

その他0 □ 0,0

昼間 (8時～22時 ) □ kWh 25,050.0 9.97 249.7 0.489 12.2一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気 夜‖〕(22時 ～翌‖馴「|) □ kWh 20,876.0 9.28 193.7 0.489 10.2

電

気

その他の買電 (をと夜問不明の場合を含む。) □ kWh 280,257.0 9.76 2,735.3 0.489 137.0

5条の17第3項の場合のみな kWh 0,0 9.76 0.0 0.489 0.0

イ /合 計 5,567.9 イ 278.6
∪

水道及び工業用水道 □ m3 4,844.0 / 0.251 1.2
そ

の

仙 / 才公共下水道 □ m3 4,844.0 0.439 2.1

合 計 イ イ イ イ 3.3

(日 本工 A列 4番 )



(裏 )

4 地球温暖化対策の実施状況

5 提出年度の地球温暖化対策の目標

6 特記事項

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

エネル ギー 等 の

使 用 状 況 の把 握

B106 過去のデータによる傾向の把握 B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

省

エ
ネ

ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C123 温湿度の適正管理 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

Cl15 事務用機器を業務終了時に停止 C108 温度計等による室温の把握と調整

C813 外灯等の点灯時間の季節別管理 C109 空室・不在時等の空調停止

Cl16 個人用端末の不用・離席時の停止

C120 外灯等の点灯時間の季節別管理

C801 共用部照明のフロアごとの管理

C810 便座ヒーター等温度の季節別設定

設備保守対策

D101 ランプ等の定期的な清掃。交換 D102 セントラル空調のフィルター清掃

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施 D104 空調フィルターの清掃・点検

D105 換気フィルターの清掃・点検 D108 その他設備の定期的な保守・点検

設備導入対策

E109 空調の冷温水配管の保温の実施 E101 高効率照明ランプの採用 (屋内)

E l14 高効率パッケージの採用 E125 高輝度誘導灯の導入

E105 照明用人感センサの採用

E122 給防の温水配管の保温の実施

□ 目標達成した。実績年度の目標達成の状況

目 標 の 有 無 □ 有  ■ 無

目標値等 (選択)

ベンチマーク区分 1レンク C02削減率 (前年度ケヒ:

C02排出量 (延床面積当たり ‖kg‐C02/m2 C02排出量 (総量)
その他 特記事項に内容を記載

■設備導入対策について実施項目(セルに記入しきれなかつた対策)

更新に合わせた高効率機器の採用

【平成30年度までの節電対策項目】
照明

・運営会社による共用都及び未使用室の照明点滅管理②空調
・常駐管理会社による運転管理(スケジュール、発停操作、温度管理)
。各系統ごとの空調機運転・温度の把握・設定(AC-1,2,3)

日本工業規格A列4番 )



事 業 所 等 の 名 不/守 大森ゴルフ練習場

事 業 所 番 号 A 0 6 4 5 0 0 1 8

事 業 所 等 の 所 在 地

一Ｔ 1 4 3 0 0 1 2 区 市 町 村 名 大田区

町 名 番 地

以    下 大森東3-28-1

事業所等の延床 面嶺 1,691.19 m
2 争 莱 務 等 の 冥 績 年 圧 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■ 1年度分  □ 1年未満

所 有 形 態 ■ 自己所有   □ 他者所有
報 告 範 囲 ■ 建物の全部  □ 建物の一部 (テナント)  □ 建物の一部 (その他)

報告範囲の主たる用途
□ 事務所

□ 工場

□ 商業施設 (物販)

□ 複合施設

□ 商業施設 (飲食 )

■ その他
日本 標 準 産 業 分 類
にお ける細 分 類 番 号

6 9 1 1 連鎖化事業区分 □ 直営店  □ 力日盟店  ■ )F該当

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

その 2 (表 )

地球温暖化対策報告書 (その 2)

1 事業所等の概要

2 原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量 (2018年度の状況)

3 二酸化炭素排出量等の内訳

※ 1 の 用 びに公共下水 |ま

⑩=(⑥/1,000)× ⑨とする。
※2①=(都が指定する原単位 X延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
⑫=(①/電気のその他の買電 (昼夜間不明の場合を含む。)の係数)× 1,000⑬こ(⑫/1,000)× ⑨とする。

原油換算エネルギー使用量 (①=⑭×00250
υ

1151kl

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量 (②三⑮)
②

2241t

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量 (③三⑩)

、1,

2 1t

総 計 (④=②+③ )
0

2261t

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量 (⑤=②×1000/事業所等の延床面積)

9 博Z4卜箋晩航2

二酸化炭素排出量

燃料等の種別
推計
の

使用
単位
使用量

⑥

係数

⑦

熱量

(GJ)

①=(⑥/1000)× ⑦

りF出
係数
◎

排 出量
本I

(t)

⑩=③ X⑨×44′ 12

都市ガス □ Nm3 41,899.6 45.00 1,885.5 0.014 94.0

その他 (LPG) □ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

その他 (灯油) □ L 0,0 36.70 0.0 0.019 0.0

その他 0 □ 0.0

燃
料
及
び
熱

その他0 □ 0.0

□ kヽVh 0.0 9.97 0.0 0.489 0.0一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気

その他の買電 (上 夜ヽ‖〕不り〕の場合を含む。)

昼間 (8時～22時 )

夜問 (22時 ～翌 1l yI子 )
電

気
□ kWh 0.0 9。28 0,0 0.489 0.0

□ kWh 267,039.0 9.76 2,606.3 0.489 130.6

規則第5条の17第 3項の場合のみな kWh 0.0 9.76 0.0 0.489 0.0

合 計 /
1`' 4,491.8

イ 224.6

/水道及び工業用水道 □ m3 4,200.0 0.251 1.1

そ

の

仙 公共下水道 □ m8 4,200.0 / 0.439 ■8

イ合 計 才濶 イ 2.9

(日 本工業規格A列4番 )



(裏 )

4 地球温暖化対策の実施状況

5 提出年度の地球温暖化対策の目標

6 特記事項

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の整備

エ ネル ギー 等 の

使 用 状 況 の把 握

B103 時間的に詳細に把握 B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B106 過去のデータによる傾向の把握 B105 エネルギー使用量の前年度比較

省

エ
ネ

ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

Cl15 事務用機器を業務終了時に停止 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C813 外灯等の点灯時間の季節別管理 C109 空室・不在時等の空調停止

C806 その他設備の不使用時の停止

設備保守対策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D104 空調フィルターの清掃・点検

D105 換気フィルターの清掃・点検 D108 その他設備の定期的な保守・点検

設備導入対策

E103 高効率照明器具の採用 (屋内) E101 高効率照明ランプの採用 (屋内)

El14 高効率パッケージの採用 E102 蛍光灯へ電子安定器採用 (屋内)

E104 照明点灯範囲の細分化

E124 更新に合わせた高効率機器の採用

□ 目標達成した。実績年度の目標達成の状況

目 標 の 有 無 □ 有  ■ 無

目標値等 (選択)

ベンチマーク区分 ‖ランク C02削減率 (前年度比 ‖%

C02り F出量(延床面積当たり C02つ信出量 (総動

その他 特記事項に内容を記載

(日 本工業規格A列 4番 )



事 業 所 等 の 名 称 板橋ユニクロビル

事 業 所 番 号 A 0 6 4 5 0 0 1 9

事 業 所 等 の 所 在 地

一Ｔ 1 7 3 0 0 0 4 区 市 町 村 名 板橋区

町 名 番 lと

以    下 板橋 1334

事 業所 等 の延 床 面積 779.59 2
m
事 業 所 等 の

~夫
績 年 度 の

エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間
□ 1年度分  ■ 1年未満

所 有 形 態 ■ 自己所有   □ 他者所有
報

と

範   囲 ■ 建物の全部  □ 建物の一部 (テナント)  □ 建物の一部 (その他 )

報告範囲の主たる用途
□ 事務所

□ 工場

■ 商業施設 (物販 )

□ 複合施設

□ 商業施設 (飲食 )

□ その他

日本 標 準 産 業 分 類
における細分類番 号

6 9 1 1 連鎖化事業区分 □ 直営店  ロ カロ盟店  ■ 非該当

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

その 2 (表 )

地球温暖化対策報告書 (その 2)

1 事業所等の概要

2 原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量 (2018年度の状況)

3 二酸化炭素排出量等の内訳

※1電気の使用、 の の に 下 に 出

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※2①=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
⑫=(①/電気のその他の買電(昼夜問不明の場合を含む。)の係数)× 1,000⑬ =(⑫ /1,000)× ⑨とする。

原油換算エネルギー使用量 (①=⑭×00258)
0

561kl

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量 (②=⑮ )
9

1091t

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量 (③=⑬ )

∪

O it

総 計
'(④

=②+③ )
④

109it

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量 (⑤=②×1000/事業所等の延床面積)

、Dl

m8卜
『
COf2/m2

二酸化炭素排出量

燃料等の種別
推計
の

使用

単位
使用量

⑥

係数

⑦ ①=(⑥/1000)× ⑦

熱量

(G」 )
ワF出
係数
③

ワF仕|ど重
本1

(t)

⑩=① ×③×44′ 12

都市ガス ■ Nm3 18,452.2 45.00 880.3 0,014 41.4

その他 (LPG) □ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

その他 (灯油 ) □ L 0.0 36.70 0.0 0.019 0.0

その他0 □ 0.0

燃
料
及
び
熱

その他O □ 0.0

昼間(8時～22時 ) □ kWh 00 9。 97 0.0 0.489 0.0一般送配電事業者
の電線路を介して

供給された電気 夜‖I(22'子 ～?H8Л手) □ kWh 0,0 9.28 0.0 0.489 0.0
電

気

その他の買電 (オ 夜ヽ‖〕不り〕の場合を含む。) ■ kWh 138,816.6 9.76 1,354.9 0.489 67.9

規則第5条の17第3項の場合のみな kWh 0,0 9.76 0.0 0.489 0.0

イ /合 計
∪ 2,185.2 109。 3

∪

の
水 及び工業用水道

公共下水道

■ m8 324.5 / 0.251 0。 1

/■ m3 324.5 0.439 0.1

合 計 イ / イ イ 0.2

(日 本工業規格A列 4番



(裏 )

4 地球温暖化対策の実施状況

5 提出年度の地球温暖化対策の目標

6 特記事項

重点対策 その他対策

射策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の整備

エネル ギー 等 の

使 用 状 況 の把 握

B106 過去のデータによる傾向の把握 B102 関連他者からの情報を力日えて把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

省

エ
ネ

ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C813 外灯等の点灯時間の季節別管理

設備保守対策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換

設備導入対策

E103 高効率照明器具の採用 (屋内)

□ 目標達成した。実績年度の目標達成の状況

目 標 の 有 禦 □ 有  ■ 無

目標値等 (選択)

ベンチマーク区分 ‖ランク C02削減率 (前年度,じ

C02つに出量 (延床面積当たり: ‖kg‐ C02/m2 C02排出量 (総動
その他 特記事項に内容を記載

(日 本工業規格A列4番 )



事 業 所 等 の 名 称 江東ビル

事 業 所 番 号 A 0 6 4 5 0 0 2 0

事 業 所 等 の 所 在 地

一Ｔ 1 3 5 0 0 1 3 区 市 町 村 名 江東区

町 名 番 地

以    下 猿江2-15-5

事業所等の延床面嶺 3,000.00 2
m
事 業 画 等 の

~夫
績 年 度 の

エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間
■ 1年度分  □ 1年未満

所 有 形 態 ■ 自己所有   □ 他者所有
報 告 範 囲 ■ 建物の全部  □ 建物の一部 (テナント)  □ 建物の一部 (その他)

報告範囲の主たる用途
■ 事務所

□ 工場

□ 商業施設 (物販 )

□ 複合施設

□ 商業施設 (飲食 )

□ その他

日本 標 準 産 業 分 類
にお ける細分類番 号

6 9 1 1 連鎖化事業区分 □ 直営店  □ 力日盟店  ■ 非該当

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

地球温暖化対策の実施状況の追加
【追加項目(重点対策)】
エネルギー等の使用状況の把握 :B103
運用対策 iC813
【追加項目(その他対策)】
運用対策 :C103、 C802、 C815

その 2 (表 )

地球温暖化対策報告書 (そ の 2)

1 事業所等の概要

2 原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量 (2018年度の状況)

3 二酸化炭素排出量等の内訳

※ 1 、水 の に に 出量は

C)=(⑥/1,000)×⑨とする。
※2①=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
⑫=(⑪ /電気のその他の買電 (昼夜間不明の場合を含む。)の係数)× 1,000⑬ =(⑫/1,000)× ⑨とする。

原油換算エネルギー使用量 (①=⑭×00250
∪

109 kl

二酸化炭素
ワF 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量 (o=⑮ )
②

211 t

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への俳水に
伴って排出される二酸化炭素の量 (③=⑩ )

(3)

3 t

総 計 (④=②+③ )
∪

214 t

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量 (⑤=②×1000/事業所等の延床面積)

にう′l

70.3 kg‐ C02/m2

二酸化炭素排出量

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

⑥

使用量 係数

⑦ ①=(⑥/1000)× ⑦

熱量

(GJ) りF出
係数
③

つF出量
本1

(t)

⑪=③ X③ X44/12

都市ガス □ Nm3 33,860.9 45.00 1,523.7 0.014 76.0

その他 (LPG) □ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

その他 (灯油 ) □ L 0.0 36.70 0.0 0.019 0.0

その他 0 □ 0.0

燃
料
及
び
熱

その他0 □ 0.0

昼間 (8時～22時 ) □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489 0.0一般送配電事業者
の電線路を介して

供給された電気 夜‖1(22‖手～翌 F18時 ) □ kWh 0.0 9.28 0.0 01489 0.0
電

気

その他の買電 (を 夜ヽ問不明の場合を含む。) □ kWh 277,477.0 9.76 2,708.2 0.489 1357

規則第5条の17第3項の場合のみなし値
※2 kWh 0.0 9.76 0,0 0.489 0.0

/合 計 イ 4,231.9 イ
∪   211.7

水道及び工業用水道 □ m3 5,221.0 / 才 0.251 1.3て

の

仙 /公共下水道 □ m3 5,221.0 0,439 2.3

合 計 イ / イ イ 3.6

(日 本工 AテJ4,番 )



(裏 )

4 地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 □ 目標達成した。

5 提出年度の地球温暖化対策の目標

6 特記事項

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の整備

A404 テナントヘの温暖化対策協力依頼 A401 テナントにエネルギー使用量提供

A402 使用量の推計に必要な情報の提供

エネル ギー等 の
使用状況の把握

B103 時間的に詳細に把握 B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B106 過去のデータによる傾向の把握 B102 関連他者からの情報を力日えて把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

省

エ
ネ

ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C105 昼休み時の消灯の実施 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C813 外灯等の点灯時間の季節別管理 C103 日本工業規格に準じた照度の設定

C109 空室・不在時等 (ア)空調停止

Cl17 便座ヒーター等温度の季節別設定

C801 共用部照明のフロアごとの管理

C802 階段照明の管理手法の検討・実施

C815 看板照明点灯時間の季節別管理

C806 その他設備の不使用時の停止

設備保守対策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D104 空調フィルターの清掃・点検

D105 換気フィルターの清掃・点検 D108 その他設備の定期的な保守・点検

設備導入対策

E103 高効率照明器具の採用 (屋内) E102 蛍光灯へ電子安定器採用 (屋内)

E125 高輝度誘導灯の導入

E105 照明用人感センサの採用

E139 進相コンデンサ等による力率改善

目 標 の 有 無 □ 有  ■ 無

目標値等 (選択)

ベンチマーク区分 ‖ランク C02削減率 (前年度比 〕
/O

C02排出量 (延床面積当たり ‖kg‐ C02/m2 C02排出量 (総量) し

その他 特記事項に内容を記載

■設備導入対策についての実施項目(セルに記入しきれなかった対策)
E101高効率照明ランプの採用 (屋内)
E106高効率照明ランプの採用 (屋外 )
E107蛍光灯へ電子安定器の採用 (屋外)
E108高効率照明器具の採用 (屋外)
E126窓際照明の連続調光制御
E135エレベーターのインバータ制御
130全熱交換機の導入 (個別)
122給湯の温水配管の保温の実施
【平成30年度に実施した節電姑策項目】
明

・専用部、共用部照明器具の一部消灯
の他
。暖房便座、エアタオルの使用停止
・電気ポットの不可用制限
・コピー機、複合機の利用台数制限
・冷水機、製氷機の利用中止

(日 本工業規格A列4番 )



その 2 (表 )

地球温暖化対策報告書 (その 2)

1 事業所等の概要

2 原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量 (2018年度の状況)

3 二酸化炭素排出量等の内訳

事 業 所 等 の 名 称 荒川配送センタービル

事 業 所 番 号 A 0 6 4 5 0 0 2 1

事 業 所 等 の 所 在 地

一Ｔ 1 1 6 0 0 0 2 区 市 町 村 名 荒川区

町 名 番 地

以    下 荒川35014

事業所等の延床 面積 791.39 m
2 事 業 画 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■ 1年度分  □ 1年未満

所 有 形 態 ■ 自己所有  □ 他者所有
報 告 範 囲 ■ 建物の全部  □ 建物の一部 (テナント)  □ 建物の一部 (その他)

報告範囲の主たる用途
□ 事務所

□ 工場

□ 商業施設 (物販)

□ 複合施設

□ 商業施設 (飲食)

■ その他

日本 標 準 産 業 分 類
に お け る細 分 類 番 号

6 9 1 1 連鎖化事業区分 □ 直営店  □ 力日盟店  ■ 非該当

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量 (①=⑭×00259
∪

95 kl

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量 (②=⑮ )
②

185 t

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴つて排出される二酸化炭素の量 (③=⑮ )

③

3 t

総 計 (④=②十③)
鬱

188 t

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量 (⑤=②×1000/事業所等の延床面積)

(Dノ

233.7 2
kg‐ C02/m

二酸化炭素排出量

燃料等の種別 締
の脚
単位
使用量

⑥

係数

⑦ ③=(⑥/1000)× ⑦

熱量

(G」 )
りF出
係数
⑨

排 出量
本1

(t)

⑩=③×③X44′ 12

都市ガス □ Nm3 52,370.5 45.00 2,3567 0.014 117.5

その他 (LPG) □ kg 0,0 50.80 0.0 0.016 0.0

その他 (灯油) □ L 0.0 36.70 0.0 0.019 0.0

その他0 □ 0.0

燃
料
及
び
熱

その他 0 □ 0.0

昼間(8時～22時 ) □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489 0.0一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気 夜問 (2J「 i～翌 ∫,3「与) □ kWh 0.0 9。 28 0.0 0.489 0.0

電

気

その他の貿電 (と 夜ヽ‖l不明の場合を含む。) □ kWh 138,217.0 9.76 1,349,0 0.489 67.6

規則第5条の17第3項の場合のみなし値
※2 kWh 0.0 9,76 0.0 0.489 0.0

イ / イ合 計
∪ 3,705.7 185.1

(lD,

水道及び工業用水道 □ 血
3 5,098.0 / 0.251 1.3

/ 才

そ

の

仙 公共下水道 □ m3 5,098.0 0.439 2.2

合 計 イ / イ イ 3.5

※ 1 工 の に 出 イま

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※2①=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
⑫=(①/電気のその他の買電(昼夜間不明の場合を含む。)の係数)Xl,000⑬三(⑫/1,000)× ③とする。

(日 本工業規格A列 4番 )



(裏 )

4 地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 □ 目標達成した。

5 提出年度の地球温暖化対策の目標

6 特記事項

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

エネル ギー 等 の

使 用 状 況 の把握

B106 過去のデータによる傾向の把握 B102 関連他者からの情報を加えて把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

省

エ
ネ

ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C105 昼休み時の消灯の実施 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C123 温湿度の適正管理

設備保守対策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換

設備導入対策

El14 高効率パッケージの採用 E101 高効率照明ランプの採用 (屋内)

目 標 の 有 無 □ 有  ■ 無

目標値等 (選択)

ベンチマーク区分 ‖ランク C02削減率 (前年度,し 牌
C02排出量梃床面積当たり: |       ‖kg‐C02/m

2 C02排出量鯰量)

その他 特記事項に内容を記載

(日 本工業規格Aア14番 )



その 2 (表 )

地球温暖化対策報告書 (その 2)

1 事業所等の概要

2 原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量 (2018年度の状況)

3 二酸化炭素り信出量等の内訳

※1電気の使用、水 の に

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※2① =(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
⑫=(①/電気のその他の責電(昼夜間不明の場合を含む。)の係数)× 1,000⑬ =(⑫/1,000)×③とする。

事 業 所 等 の 名 称 萩中マクドナルドビル

事 業 所 番 号 A 0 6 4 5 0 0 2 2

事 業 所 等 の 所 在 地

一Ｔ 1 4 4 0 0 4 7 区 市 町 村 名 大田区

町 名 番 地

以    下 萩中32

事業所等の延床 面積 212.39 2
m
事 業 画 等 の 冥 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■ 1年度分  □ 1年未満

所 有 形 態 ■ 自己所有   □ 他者所有
報

と

範   囲 ■ 建物の全部  □ 建物の一部 (テナント)  □ 建物の一部 (その他)

報告範囲の主たる用途
□ 事務所

□ 工場

□ 商業施設 (物販 )

□ 複合施設

■ 商業施設 (飲食)

□ その他

日本 標 準 産 業 分 類
にお ける細 分 類 番 号

6 9 1 1 連鎖化事業区分 □ 直営店  □ 力日盟店  ■ 非該当

前 年 度 の報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量 (①=⑭×00258)
(ll

1091kl

二酸化炭素
つい 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量 (②三⑮)
0

2121t

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に

伴って排出される二酸化炭素の量 (③=④ )

③

1 1t

総 計 (④=②+③ )
り

2131t

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量 (⑤=②×1000/事業所等の延床面積)

υ

9X〕ε比1卜
『
嶋伍2

二酸化炭素排出量

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

⑥

使用量 係数

⑦

熱量

(GJ)

③=(⑥/1000)× 〇

りF出
係数
⑨

排 出量
本1

(t)

⑩=① X③ X44/12

都市ガス □ Nm3 33,326.4 45.00 1,499,7 0.014 74.8

その他(LPG) □ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0,0

その他 (灯油) □ L 0.0 36.70 0.0 0.019 0.0

その他0 □ 0.0

燃
料
及
び
熱

その他 0 □ 0.0

昼間 (8時～22Π寺) □ kWh 0.0 9,97 0.0 0.489 0.0一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気 夜問 (221手 ～翌‖8Tキ ) □ kWh 0.0 9。28 0.0 0.489 0.0

電

気

その他の買電 (オト夜問不明の場合を含む。) □ kWh 281,760.0 9.76 2,750,0 0.489 137.8

規則第5条の17第3項の場合のみなし値
※2 kWh 0.0

∪

9.76 0.489 0.00.0

/合 計
‐

イ
1`1' 4,249.7

イ 212.6

水道及び工業用水道 □ 血
3 2,382.0 / 0.251 0.6

/

そ

の

仙 公共下水道 □
3
m 2,382.0 0.439 1.0

合 計 / イ イ 1.6

(日 本工業規格A列4番 )



(裏 )

4 地球温暖化対策の実施状況

5 提出年度の地球温暖化対策の目標

6 特記事項

重点姑策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の整 備

エネル ギー等の
使用状況の把握

B106 過去のデータによる傾向の把握 B102 関連他者からの情報を加えて把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

省

エ
ネ

ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C102 照明スイッチに点灯範囲を表示

C107 空調機スイッチに空調範囲を表示

設備保守対策

D101 ランプ等の定期的な清掃。交換 D108 その他設備の定期的な保守・点検

D105 換気フィルターの清掃・点検

設備導入対策

E103 高効率照明器具の採用 (屋内) E101 高効率照明ランプの採用 (屋内)

El19 潜熱回収型ガス給湯器等の導入

□ 目標達成した。実績年度の目標達成の状況

目 標 の 有 無 □ 有  ■ 無

目標値等 (選択 )

ベンチマーク区分 ‖ランク C02削減率 (前年度ケヒ:

C02排出量 (延床面積当たり
'

‐C02/m2 C021)F出量聡量)

その他 特記事項に内容を記載

(日 木工業規格A列 4番 )



事 業 所 等 の 名 称 萩中事務所

事 業 所 番 号 A 0 6 4 5 0 0 2 3

事 業 所 等 の 所 在 地

一Ｔ 1 4 4 0 0 4 7 区 市 町 村 名 大田区

町 名 番 地

以    下 萩中3-2-8

事業所等の延床面穣 198.00 2
m
事 薬 P)T等 の 要 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■ 1年度分  □ 1年未満

所 有 形 態 ■ 自己所有   □ 他者所有
報

生

範  囲 ■ 建物の全部  □ 建物の一部 (テナント)  □ 建物の一部 (その他)

報告範囲の主たる用途
■ 事務所

□ 工場

□ 商業施設 (物販)

□ 複合施設

□ 商業施設 (飲食 )

□ その他

日本 標 準 産 業 分 類
における細分類番 号

6 9 1 1 連鎖化事業区分 □ 直営店  □ 力日盟店  ■ 非該当

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

地球温暖化対策の実施状況の追加
【追加項目(重点対策)】
設備導入対策 :E103
【追加項目(その他対策)】
運用姑策 :C802

その 2 (表 )

地球温暖化対策報告書 (その 2)

1 事業所等の概要

2 原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量 (2018年度の状況)

3 二酸化炭素排出量等の内訳

※1電気の使用、 び 工 の 並びに公共下水 イこイ半う ヒ 出量は、

⑩=(⑥/1,000)× ⑨とする。
※2①=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000             1
⑫=(① /電気のその他の責電 (昼夜間不明の場合を含む。)の係数)× 1,000⑬ =(⑫/1,000)×⑨とする。

原油換算エネルギー使用量 (①=⑭×00250
∪

1 kl

酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量 (②=⑮ )
⑫

3 t

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道へのりF水に

伴つて排出される二酸化炭素の量 (③=④ )

⑨

0 t

総 計 (④=②+③ )
0

3 t

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量 (⑤こ②×1000/事業所等の延床面積)

⑤

15.1 kg‐ C02/m2

二酸化炭素排出量

燃料等の種別
推計
の

使用
単位
使用量

⑥

係数

⑦

熱量

(G」 )

③=(⑥/1000)X⑦

りF出
係数
③

りF出 遷重
∧1

(t)

①=③×③×44′ 12

都市ガス □ Nm3 145.0 45.00 6.5 0.014 0,3

その他 (LPG) □ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

その他 (灯油) □ L 0.0 86.70 0.0 0.019 0,0

その他0 □ 0.0

0.0

燃
料
及
び
熱

その他 0 □

昼間 (8時～22H寺 ) □ kWh 0,0 9.97 0.0 0.489 0.0一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気 夜問 (22‖ |～翌日3‖士) □ kWh 0.0 9.28 0.0 0。489 0.0

電

気

その他の買電 (昼夜聞不明の場合を含む。) □ kWh 7,085,0 9.76 69.1 0.489 3.5

規則第5条の17第 3項の場合のみなし値
※Z

kヽVh 0,0 9,76 0.0 0.489 0.0

合 計 イ / 75,7 イ 3.8

/ 才水道及び工業用水道 □
3
m 118.0 0.251 0,0

/ イ 0.439 0.1

そ
の
仙 公共下水道 □

3
m 118.0

イイ 0.1
、lも,

合 計 才 /

(日 本工業規格△ア14番 )



(裏 )

4 地球温暖化対策の実施状況

5 提出年度の地球温暖化対策の目標

6 特記事項

重点対策 その他封策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

A404 テナントヘの温暖化対策協力依頼 A401 テナント|こエネルギー使用量提供

A402 使用量の推計に必要な情報の提供

エネル ギー 等 の

使 用 状 況 の把 握

B106 過去のデータによる傾向の把握 B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B102 関連他者からの情報を加えて把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

省

エ
ネ

ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

Cl17 便座ヒーター等温度の季節別設定

C801 共用都照明のフロアごとの管理

C802 階段照明の管理手法の検討・実施

C806 その他設備の不使用時の停止

設備保守対策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D104 空調フィルターの清掃・点検

D105 換気フィルターの清掃・点検

設備導入対策

E103 高効率照明器具の採用 (屋内) E122 給湯の温水配管の保温の実施

E139 進相コンデンサ等による力率改善

□ 目標達成した。実績年度の目標達成の状況

目 標 の 有 無 □ 有  ■ 無

目標値等 (選択)

ベンチマーク区分 ンク

2

C02削減率 (前年度比 ‖%

C02排出量 lぇ1千床面積当たり C021プ F出量 (総量)

その他 特記事項に内容を記載

(日 本工業規格A列4番 )



事 業 所 等 の 名 称 谷原・ビッグモーター

事 業 所 番 号 A 0 6 4 5 0 0 2 4

事 業 所 等 の 所 在 地

一Ｔ 1 7 7 0 0 3 2 区 市 町 村 名 区

町 名 番 地

以    下 谷原11

事業所等の延床面積 239.34 2
m

の
■ 1年度分  □ 1年未満エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

所 有 形 態 ■ 自己所有   □ 他者所有
報 告 範 囲 ■ 建物の全部  □ 建物の一部 (テナント)  □ 建物の一部 (その他)

報告範囲の主たる用途
■ 事務所

□ 工場

□ 商業施設 (物販 )

□ 複合施設

□ 商業施設 (飲食)

□ その他

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る細 分 類 番 号

6 9 1 1 連鎖化事業区分 □ 直営店  □ 力日盟店  ■ 非該当

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

その 2 (表 )

地球温暖化対策報告書 (その 2)

1 事業所等の概要

2 原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量 (2018年度の状況)

3 二酸化炭素排出量等の内訳

※ 1 イま

廻)=(⑥/1,000)×⑨とする。
※2① =(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
⑫=(①/電気のその他の買電 (昼夜間不明の場合を含む。)の係数)× 1,000① =(⑫/1,000)× ③とする。

工 の に へ の に

原油換算エネルギー使用量 (①=⑭×00250 12 kl

二酸化炭素
拶F 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量 (②=⑮ )
②

23 t

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量 (③=⑩ )

0

0 t

総 計 (④三②十③)
③

23 t

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量 (⑤=②×1000/事業所等の延床面積)

、、ユ

' 96.0 kg‐ C02/m2

二酸化炭素排出量

燃料等の種別 締
の脚
単位

⑥

使用量 係数

⑦ ③=(⑥/1000)X⑦

熱量

(G」 )
り倖出
係数
③

排 出量
入1

(t)

⑩=⑥×③X44′ 12

都市ガス □ Nm3 3,475。 1 45.00 156.4 0.014 7.8

その他 (LPG) □ kg 0.0 5080 0.0 0.016 0.0

その他 (灯油) □ L 0.0 36.70 0.0 0.019 0.0

その他0 □ 0.0

燃
料
及
び
熱
その他 0 □ 0,0

昼間 (8時～22H寺 ) □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489 0.0一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気 夜‖|(22Hi～ 翌 日8時 ) □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.489 0.0

電

気

その他の寮電 (昼夜‖〕不明の場合を含む。) □ kヽVh 32,479.0 9.76 317.0 0.489 15。 9

5条の17第 3項の場合のみな kWh 0.0 9.76 0.0 0.489 0.0
∪

イ / イ合 計 473.4 23.7

水道及び工業用水道 □ m3 79.0 / 才 0.251 0.0

/

そ

の

仙 公共下水道 □ m3 79.0 0.439 0.0

合 計 イ / イ イ 0.1

(日 本工業規格A列4番 )



(裏 )

4 地球温暖化対策の実施状況

5 提出年度の地球温暖化対策の目標

6 特記事項

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

エネル ギー等 の
使用状況の把握

B106 過去のデータによる傾向の把握 B102 関連他者からの情報を加えて把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

省

エ
ネ

ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C102 照明スイッチに点灯範囲を表示

C107 空調機スイッチに空調範囲を表示

設備保守対策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D104 空調フィルターの清掃。点検

設備 導入対策

E103 高効率照明器具の採用 (屋内) E101 高効率照明ランプの採用 (屋内)

E l14 高効率パッケージの採用

□ 目標達成した。実績年度の目標達成の状況

目 標 の 有 無 □ 有  ■ 無

目標値等 (選択)

ベンチマーク区分 ‖ランク C02削減率 (前年度
"ヒ

: 牌
C02つ信出量 (延床面積当たり ‖kg‐ C02/m2 C02り「出量 (総量)
その他 特記事項に内容を記載

(日 本工業規格A列4番 )



事 業 所 等 の 名 称 TG荏原ビル

事 業 所 番 号 A 0 6 4 5 0 0 2 5

事 業 所 等 の 所 在 地

一Ｔ 1 4 2 0 0 6 3 区 市 町 村 名 品川区

町 名 番 地

以    下 荏原4-2-4

事業所等の延床 面積 6,378.00 2
m
事 莱 Fナ「等 の

~夫
績 年 度 の

エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間
■ 1年度分  □ 1年未満

所 有 形 態 ■ 自己所有  □ 他者所有
報 告 範 囲 ■ 建物の全部  □ 建物の一部 (テナント)  □ 建物の一部 (その他)

報告範囲の主たる用途
■ 事務所

□ 工場

□ 商業施設 (物販)

□ 複合施設

□ 商業施設 (飲食)

□ その他

日本 標 準 産 業 分 類
にお ける細 分 類 番 号

6 9 1 1 連鎖化事業区分 □ 直営店  □ 力口盟店  ■ )F該当

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

地球温暖化対策の実施状況の追加
【追加項目(重点対策)】
エネルギー等の使用状況の把握 :B103
運用対策iC123

その 2 (表 )

地球温暖化対策報告書 (その 2)

1 事業所等の概要

2 原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量 (2018年度の状況)

3 二酸化炭素排出量等の内訳

※ 1 び 水 の水 並びに公共下 へ の

⑩=(⑥/1,000)×③とする。
※2①=(都が指定する原単位 X延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
②=(①/電気のその他の頁電 (昼夜間不明の場合を含む。)の係数)× 1,000⑬=(⑫/1,000)X⑨とする。

原油換算エネルギー使用量 (①=⑭×00259
0

1211kl

二酸化炭素
量|プ F 出

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量 (②三⑮)
②

235it

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に

伴つて排出される二酸化炭素の量 (③=④ )

③

1 1t

総 計 (④=②+③ )
④

2361t

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量 (⑤=②×1000/事業所等の延床面積)

⑤ 用卜『
嶋施2

二酸化炭素排出量

燃料等の種別 冊
の
団
単位
使用量

⑥

係数

⑦

熱量

(G」 )

③=(⑥/1000)× ⑦

りF出
係数
③

排 出量
本I

(t)

⑩=③×③×44′ 12

都市ガス □ Nm3 29,630.9 45,00 1,333.4 0.014 66.5

その他 (LPG) □ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

その他 (灯油) □ L 0.0 36,70 0.0 0.019 0.0

その他 0 □ 0.0

燃
料
及
び
熱

その他0 □ 0.0

昼間 (8時～22時 ) □ kヽVh 0.0 9,97 0.0 0.489 0.0一般送配電事業者
の電線路を介して

供給された電気 夜問 (22‖ 子～翌 l18‖キ) □ kWh 0.0 9.28 0,0 0.489 0.0
電

気

その他の買電 (ナ 夜ヽ問不明の場合を含む。) □ kWh 345,722.0 9,76 3,374.2 0.489 169,1

規則第5条の17第3項の場合のみなし値
※Z
kヽVh 0.0 9.76 0.0 0。489 0.0

イ合 計 イ /
哩 4,707.6 235.5

/水道及び工業用水道 □ m3 2,710.0 0。 251 0,7
そ

の

仙 公共下水道 □
3
m 2,299.0 / 0.439 1.0

合 計 イ 1.7

(日 本工業規格Aア14番 )



(裏 )

4 地球温暖化対策の実施状況

5 提出年度の地球温暖化対策の目標

6 特記事項

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の整 備

A404 テナントヘの温暖化対策協力依頼 A401 テナントにエネルギー使用量提供

A402 使用量の推計に必要な情報の提供

A405 ビル全体の推進体制の整備

エネル ギー 等の
使用状況の把握

B103 時間的に詳細に把握 B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B106 過去のデータによる傾向の把握 B102 関連他者からの情報を力日えて把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

省

エ
ネ

ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C105 昼休み時の消灯の実施 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

Cl13 中間期における外気冷房の実施 C102 照明スイッチに点灯範囲を表示

C123 温湿度の適正管理 C109 空室・不在時等の空調停止

C814 屋内駐車場換気の不要時間の停止 C130 エレベータ運転台数の制限

C801 共用都照明のフロアごとの管理

C802 階段照明の管理手法の検討・実施

C816 ポンプ。ファンの流量、圧力調整

C818 エレベータ運転台数の制限

C806 その他設備の不使用時の停止

設備保守対策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D102 セントラル空調のフィルター清掃

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施 D104 空調フィアレターの清掃・点検

D105 換気フィルターの清掃・点検 D108 その他設備の定期的な保守・点検

設備導入対策

E103 高効率照明器具の採用 (屋内) E125 高輝度誘導灯の導入

E109 空調の冷温水配管の保温の実施 E105 照明用人感センサの採用

E106 高効率照明ランプの採用 (屋外 )

E108 高効率照明器具の採用 (屋外 )

□ 目標達成した。実績年度の目標達成の状況

目 標 の 有 無 □ 有  ■ 無

目標値等 (選択)

ベンチマーク区分 ‖ランク C02削減率 (前年度レヒ:

C02つ停出量(延床面積当たり,
|lkg・
C02/m2 C02排出量 (総量)

その他 特記事項に内容を記載

■運用対策についての実施項目(セルに記入しきれなかった対策)

・暖房便座、エアタオルの使用停止
・冷水機、製氷機の利用中止
・不使用時、待機電力を使用する電気機器のコンセントを抜く

つ ヤ

・専用部、共用部照明器具の一部消灯

給湯の温水配管の保温の実施
7高効率変圧器への更新・台数集約

117便座ヒーター等温度の季節別設定【
30年度に実施した節電対策項目】
照明

01高効率照明ランプの採用 (屋内)
02蛍光灯へ電子安定器採用
26窓際照明の連続調光制御
全熱交換機の導入(個別 )
エレベーターのインバータ制御
39進相コンデンサ等による力率改善
11ポンプ・ファンのインバータ制御

(日 本工業規格A列4番



事 業 所 等 の 名 称 芝浜ビル

事 業 所 番 号 A 0 6 4 5 0 0 2 6

事 業 所 等 の 所 在 地

一Ｔ 1 0 8 0 0 2 3 区 市 町 村 名 港区

町 名 番 地

以    下 芝4-914

事業所等の延床 面積 3,966.51 m
2 争 莱 画 等 の 要 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■ 1年度分  □ 二年未満

所 有 形 態 ■ 自己所有   □ 他者所有
報 告 範 囲 □ 建物の全部  □ 建物の一部 (テナント)  ■ 建物の一部 (その他)

報告範囲の主たる用途
■ 事務所

□ 工場

□ 商業施設 (物販 )

□ 複合施設

□ 商業施設 (飲食)

□ その他
日本 標 準 産 業 分 類
にお ける細 分 類 番 号

6 9 1 1 連鎖化事業区分 □ 直営店  □ 力日盟店  ■ 非該当

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

その 2 (表 )

地球温暖化対策報告書 (その 2)

1 事業所等の概要

2 原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量 (2018年度の状況)

3 二酸化炭素排出量等の内訳

※ 1 び 工 の 用 びに公共下 へのり檸水に伴う二

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※2①=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
⑫=(①/電気のその他の買電(昼夜間不明の場合を含む。)の係数)× 1,000⑬ =(⑫/1,000)×③とする。

原油換算エネルギー使用量 (①=⑭×00258)
∪

117 kl

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量 (②二⑮)
12υ

227 t

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って,F出される二酸化炭素の量 (③=⑩ )

③

1 t

総 計 (④=②十③) 228 t

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量 (⑤二②×1000/事業所等の延床面積)

(D)

57.2 kg‐ C02/m2

二酸化炭素排出量

燃料等の種別 冊の脚
単位
使用量

⑥

係数

⑦

熱量

(G」 )

③=(⑥/1000)X⑦

りF出
係数
③

排 出量
本I

(t)

⑩=①×◎×44/12

都市ガス □ Nm3 36,166.4 45,00 1,627.5 0.014 81.2

その他 (LPG) □ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

その他 (灯油 ) □ L 0,0 86.70 0.0 0.019 0.0

その他 () □ 0.0

燃
料
及
び
熱

その他 () □ 0.0

昼間(8時～22時 ) □ kヽVh 0.0 9。97 0.0 0,489 0,0一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気 夜問(22時 ～■〕11馴「手) □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.489 0.0

電

気

その他の買電 (F卜夜‖1不明の場合を含む。) □ kWh 299,696.0 9.76 2,925,0 0.489 146.6

規則第5条の17第3項の場合のみな kWh 0.0 9.76 0.0 0.489 0.0
∪

合 計 /
1`・ソ
 4,552.5 イ 227.7

水道及び工業用水道 □ m3 1,901.0 / 0.251 0.5
そ

の

仙 公共下水道 □ m3 1,901.0 / 0.439 0.8

イ /合 計 1.3
∪

(日 本工業規格A列4番 )



(裏 )

4 地球温暖化対策の実施状況

5 提出年度の地球温暖化対策の目標

6 特記事項

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の整備

A404 テナントヘの温暖化対策協力依頼

エネル ギー等 の
使用状況の把握

B103 時間的に詳細に把握 B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B106 過去のデータによる傾向の把握 B102 関連他者からの情報を加えて把握

B107 主要設備の使用状況の把握 B105 エネルギー使用量の前年度比較

省

エ
ネ

ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C105 昼休み時の消灯の実施 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C817 季節に応じた温度設定の見直し C107 空調機スイッチに空調範囲を表示

C801 共用部照明のフロアごとの管理

C802 階段照明の管理手法の検討。実施

C804 共用部のフロアごとの空調の管理

C810 便座ヒーター等温度の季節別設定

C815 看板照明点灯時間の季節別管理

C806 その他設備の不使用時の停止

設備保守対策

D105 換気フィルターの清掃・点検 D104 空調フィルターの清掃・点検

D108 その他設備の定期的な保守・点検

設備導入対策

E103 高効率照明器具の採用 (屋内) E130 全熱交換器の導入

El14 高効率パッケージの採用 E122 給湯の温水配管の保温の実施

E137 高効率変圧器への更新・台数集約

E139 進相コンデンサ等による力率改善

□ 目標達成した。実績年度の目標達成の状況

目 標 の 有 無 □ 有  ■ 無

目標値等 (選択)

ベンチマーク区分 ‖ランク C02削減率 (前年度テE 牌
C02つ卜出量(延床面積当たり: ‖kg‐ C02/m2 C02排出量 (総量)
その他 特記事項に内容を記載

(日 本工業規格A列4番 )



事 業 所 等 の 名 称 木曽路ビル

事 業 所 番 号 A 0 6 4 5 0 0 2 7

事 業 所 等 の 所 在 地

一Ｔ 1 7 7 0 0 3 2 区 市 町 村 名 区

町 名 番 地

以    下 谷原 1138712

事業所等の延床面積 583.74 2
m

の
■ 1年度分  □ 1年未満エ ネ ル ギ ー 使 用

所 有 形 態 ■ 自己所有   □ 他者所有
報 告 範 囲 ■ 建物の全部  □ 建物の一部 (テナント)  □ 建物の一部 (その他)

報告範囲の主たる用途
□ 事務所

□ 工場

□ 商業施設 (物販)

□ 複合施設

■ 商業施設 (飲食 )

□ その他

日本 標 準 産 業 分 類
にお ける細 分 類 番 号

6 9 1 1 連鎖化事業区分 □ 直営店  □ 力日盟店  ■ 非該当

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

その 2 (表 )

地球温暖化対策報告書 (その 2)

1 事業所等の概要

2 原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量 (2018年度の状況)

3 二酸化炭素排出量等の内訳

※ 1 の はイこ

C)=(⑥ /1,000)× ⑨とする。
※2①=(都が指定する原単位X延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
⑫=(①/電気のその他の買電(昼夜間不明の場合を含むc)の係数)× 1,000⑬ =(⑫/1,000)×⑨とする。

原油換算エネルギー使用量 (①=⑭×00250
∪

102 kl

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量 (②=⑮ )
⑨

198 t

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴つて排出される二酸化炭素の量 (③=④ )

③

2 t

総 計 (④=②+③ )
廻

200 t

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化庚素の延床面積当た
りの量 (⑤=②×1000/事業所等の延床面積)

339.1 kg‐ C02/m2

二酸化炭素排出量

燃料等の種別
推計
の

使用
単位
使用量

⑥

係 数

⑦ ③=(⑥/1000)×⑦

熱量

(G」 )
りF出
係数
③

りF出量
本1

(t)

⑩=③×③×44/12

都市ガス □ Nm3 45.0036,628.5 1,648.3 0.014 82.2

その他 (LPG) □ kg 0.0 50.80 0,0 0,016 0.0

その他 (灯油 ) □ L 0.0 36.70 0.0 0.019 0.0

その他 O □ 0.0

燃
料
及
び
熱

その他 0 □ 0,0

昼間(8時～22時 ) □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489 0,0一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気 夜‖,(22H手 ～翌‖8Π手) □ kWh 0,0 9.28 0.0 0.489 0.0

電

気

その他の買電 (昼夜‖〕不明の場合を含む。) □ kWh 237,157.0 9.76 2,314.7 0.489 116.0

規則第5条の17第 3項の場合のみなし値
※2 kWh 0.0 9,76 0,0 0.489 0.0

イ /合 計
∪ 3,962.9 イ 198.2

水道及び工業用水道 □ m3 4,005.0 / 才 0.251 ■0

/ 才

そ

の

仙 公共下水道 □ m3 4,005.0 0.439 ■8

合 計 イ イ イ イ 2.8

(日 本工業規格A列 4番 )



(裏 )

4 地球温暖化対策の実施状況

5 提出年度の地球温暖化対策の目標

6 特記事項

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の整備

エネルギー等の
使用状況の把握

B106 過去のデータによる傾向の把握 B102 関連他者からの情報を加えて把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

省

エ
ネ

ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

設備保守対策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換

D105 換気フィルターの清掃・点検

設備導入対策

□ 目標達成した。実績年度の目標達成の状況

目 標 の 有 無 □ 有  ■ 無

目標値等 (選択)

ベンチマーク区分 ‖ランク C02削減率 (前年度,ビ

C02排出量に床面積当たり|      ‖kg・ C02/m2 C02排出量 (総勤
その他 特記事項に内容を記載

(日 本工業規格A列4番 )



事 業 所 等 の 名 称 竹芝ビル

事 業 所 番 号 A 0 6 4 5 0 0 2 8

事 業 所 等 の 所 在 地

一Ｔ 1 0 5 0 0 2 2 区 市 町 村 名 港 区

町 名 番 地

以    下 海岸卜111

事業所等の延床面積 988.05 2
m
事 業 浙 等 の 要 績 年 度 の

エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間
■ 1年度分  □ 1年未満

所 有 形 態 □ 自己所有  ■ 他者所有
報 告 範 囲 □ 建物の全部  ■ 建物の一部 (テナント)  □ 建物の一部 (その他)

報告範囲の主たる用途
□ 事務所

□ 工場

□ 商業施設 (物販)

□ 複合施設

■ 商業施設 (飲食)

□ その他

日本 標 準 産 業 分 類
にお ける細 分 類 番 号

6 9 1 1 連鎖化事業区分 □ 直営店  □ 力日盟店  ■ 非該当

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

その 2 (表 )

地球温暖化対策報告書 (その 2)

1 事業所等の概要

2 原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量 (2018年度の状況)

3 二酸化炭素排出量等の内訳

※ 1 用水 の水 並びに公共下水 への排水に伴う 素 イま

⑩=(⑥/1,000)× ⑨とする。
※2①=(都が指定する原単位 X延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
⑫=(①/電気のその他の買電 (昼夜間不明の場合を含む。)の係数)× 1,000⑬ =(⑫/1,000)× ③とする。

原油換算エネルギー使用量 (①=⑭×00250
∪

47 kl

二酸化炭素
排  出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量 (②=⑮ )
12′`

91 t

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への俳水に

伴つて排出される二酸化炭素の量 (③=⑬ )
1 t

総 言卜(④=②十③) 92 t

二酸化炭素
りF出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量 (⑤=②×1000/事業所等の延床面積)

⑨

92.1 kg‐ C02/m2

二酸化炭素排出量

燃料等の種別
推計
の

使用
単位
使用量

⑥

係数

〇

熱量

(G」 )

③=(⑥/1000)× ⑦

排出
係数
③

りF出遷藍
本I

(t)

⑪=③×③×44′ 12

都市ガス □ Nm3 19,852.2 45.00 893.3 0.014 44.5

その他 (LPG) □ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

その他 (灯油) □ L 0.0 36.70 0.0 0.019 0.0

その他0 □ 0.0

燃
料
及
び
熱
その他 0 □ 0.0

昼間 (8時～22日寺) □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489 0.0一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気 夜‖〕(22‖手～翌 :8‖子) □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.489 0.0

電

気

その他の買電 (ムとィ文‖!不り〕の場合を含む。) □ kWh 96,022.0 9.76 987.2 0.489 47.0

規則第5条の17第 3項の場合のみなし値
※Z

kヽVh 0.0 9.76 0.0 0.489 0.0
(l,

合 計 イ / 1,880.5 イ 91.5

/水道及び工業用水道 □ m3 2,393.0 0.251 0.6そ

の

仙 公共下水道 □
3
m 2,393.0 / 才 0.439 1.1

合 計 才 / 才 珀 1.7
∪

(日 本工業規格A列 4番 )



(裏 )

4 地球温暖化対策の実施状況

5 提出年度の地球温暖化対策の目標

6 特記事項

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の整備

エネル ギー 等の
使用状況の把握

B106 過去のデータによる傾向の把握 B102 関連他者からの情報を加えて把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

省

エ
ネ

ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

設備保守対策

設備導入対策

□ 目標達成した。実績年度の目標達成の状況

目 標 の 有 無 □ 有  ■ 無

目標値等 (樫択)

ベンチマーク区分 ‖ランク C02削減率 (前年度,ヒ : 牌
C02排出量梃床面積当たり ‖kg・ C02/m2 C02つ F出量(総量)

その他 特記事項に内容を記載

(日 本工業規格Aア14番 )



事 業 所 等 の 名 称 南青山ビル

事 業 所 番 号 A 0 6 4 5 0 0 3 0

事 業 所 等 の 所 在 地

一Ｔ 1 0 7 0 0 6 2 区 市 町 村 名 港 区

町 名 番 地

以    下 南青山6-12-5

事業所等の延床 面幕 2,108.85 m
2 争 莱 F)T等 の 笑 績 早 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■ 1年度分  □ 1年未満

所 有 形 態 ■ 自己所有   □ 他者所有
報 告 範 囲 ■ 建物の全部  □ 建物の一部 (テナント)  □ 建物の一部 (その他)

報告範囲の主たる用途
□ 事務所

□ 工場

□ 商業施設 (物販 )

□ 複合施設

□ 商業施設 (飲食)

■ その他

日本 標 準 産 業 分 類
にお ける細 分 類 番 号

6 9 1 1 連鎖化事業区分 □ 直営店  □ 力日盟店  ■ 非該当

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

その 2 (表 )

地球温暖化対策報告書 (その 2)

1 事業所等の概要

2 原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量 (2018年度の状況)

8 二酸化炭素排出量等の内訳

※ 1 の の び に 下 に

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※2① =(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
⑫=(①/電気のその他の買電(昼夜間不明の場合を含む。)の係数)× 1,000⑬三(⑫/1,000)× ⑨とする。

工

原油換算エネルギー使用量 (①こ⑭×0,0250
∪

142 kl

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量 (②=⑮ )
く̀
ノ

276 t

水這及び工業用水道の便用並びに公共下水這への俳水に

伴って拶F出される二酸化炭素の量 (③=④ )

∪

4 t

総 計 (④三②+③ )
υ

280 t

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量 (⑤=②×1000/事業所等の延床面積)

loフ
｀

130.8 kg‐ C02/m2

二酸化炭素排出量

燃料等の種別 締の岬
単位
使用量

⑥

係数

⑦ ③=(⑥/1000)× ⑦

熱量

(GJ) りF出
係数
③

つF出量
本1

(t)

⑩=⑥ X③ X44/12

都市ガス □ Nm3 62,328.9 45.00 2,804.8 0.014 139.9

その他 (LPG) □ kg 0,0 50,80 0.0 0.016 0.0

その他 (灯油 ) □ L 0.0 36.70 0.0 0.019 0.0

その他 0 □ 0.0

燃
料
及
び
熱

その他 () □ 0,0

昼間 (8日寺～22H寺 ) □ kWh 21,432.0 9.97 213.7 0.489 10.5一般送配電事業者
の電線路を介して

供給された電気 夜問 (22時～翌 旧81手 ) □ kWh 16,384.0 9.28 152.0 0.489 8.0
電

気

その他の買電 (昼夜問不明の場合を含む。) □ kWh 242,310.0 9.76 2,364.9 0.489 118.5

規則第5条の17第3項の場合のみなし値
六Z kWh 0.0 9.76 0.0 0.489 0.0

合 計 才 ア 5,535.5
(11, ∪   276.8

/水道及び工業用水道 □
3
m 6,863.0 0.251 1.7

/

そ

の

仙 公共下水道 □ m3 6,863.0 才 0.439 3.0

イ イ合 計 イ / 4.7

(日 4番



(裏 )

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の整備

エネル ギ ー 等 の

使 用 状 況 の把 握

B106 過去のデータによる傾向の把握 B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

省

エ
ネ

ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

Cl15 事務用機器を業務終了時に停止 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C813 外灯等の点灯時間の季節別管理 C108 温度計等による室温の把握と調整

C109 空室・不在時等の空調停止

Cl16 個人用端末の不用・離席時の停止

C801 共用部照明のフロアごとの管理

C804 共用部のフロアごとの空調の管理

C810 便座ヒーター等温度の季節別設定

設備保守対策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D102 セントラル空調のフィルター清掃

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施 D104 空調フィルターの清掃・点検

D108 その他設備の定期的な保守・点検

設備導入対策

E109 空調の冷温水配管の保温の実施 E101 高効率照明ランプの採用 (屋内)

El14 高効率パッケージの採用 E105 照明用人感センサの採用

E108 高効率照明器具の採用 (屋外)

El10 高効率モータの導入 (空調用 )

4 地球温暖化対策の実施状況

5 提出年度の地球温暖化対策の目標

6 特記事項

■設備導入対策について実施項目(セルに記入しきれなかった対策)
El Hポンプ・ファンのインバータ制御
E122給湯の温水配管の保温の実施E124更新に合わせた高効率機器の採用

【平成30年度節電対策項目】
③照明
・運営会社による共用都及び未使用部の照明のフロア毎の管理

②空調
・フロア及び各室毎の管理

□ 目標達成した。実績年度の目標達成の状況

目 標 の 有 無 □ 有  ■ 無

目標値等 (選択)

ベンチマーク区分
| |レ
ンク C02削減率 (前年度}ヒ ‖%

C02排出量 (延床面積当たり,
|lkg‐
co2/m2 C02排出量 (総量)

その他 特記事項に内容を記載

(日 本工業規格A列4番 )



事 業 所 等 の 名 称 TG立川ビル

事 業 所 番 号 A 0 6 4 5 0 0 3 1

事 業 所 等 の 所 在 地

一Ｔ 1 9 0 0 0 1 2 区 市 町 村 名 立川市

町 名 番 地

以    下 曙橋3-6-13

事業所等の延床面帯 10,603.18 m
2 争 莱 画 等 の 実 績 年 度 の

エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間
■ 1年度分  □ 1年未満

所 有 形 態 ■ 自己所有   □ 他者所有
報 告 範 囲 ■ 建物の全部  □ 建物の一部 (テナント)  □ 建物の一部 (その他)

報告範囲の主たる用途
■ 事務所

□ 工場

□ 商業施設 (物販 )

□ 複合施設

□ 商業施設 (飲食 )

□ その他

日本 標 準 産 業 分 類
にお ける細 分 類 番 号

6 9 1 1 連鎖化事業区分 □ 直営店  □ 力日盟店  ■ 非該当

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

地球温暖化対策の実施状況の追加
【追加項目(重点対策)】
エネルギー等の使用状況の把握 :B106、 B107
運用対策 :C123、 CH5、 C811
【追加項目(その他対策)】
運用紺策 :C812

その 2 (表 )

地球温暖化対策報告書 (その 2)

1 事業所等の本,モ要

2 原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量 (2018年度の状況)

3 二酸化炭素排出量等の内訳

※ 1 の の びに公共下 出量は

⑩=(C)/1,000)×⑨とする。
※2①=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
⑫=(① /電気のその他の買電 (昼夜間不明の場合を含む。)の係数)× 1,000① =(⑫/1,000)×③とする。

に つ

原油換算エネルギーイ吏用量 (①=⑭×00258)
∪

2731kl

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量 (②三⑮)
υ

529 it

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への俳水に

伴って排出される二酸化炭素の量 (③=⑩ )

9

4it

総 計 (④=②+③ )
0

538 it

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量 (⑤=②×1000/事業所等の延床面積)

9 鶴卜餅嶋航
2

二酸化炭素排出量

燃料等の種別 冊の岬
単位
使用量

③

係数

⑦

熱量

(GJ)

①=(⑥/1000)× ⑦

りF出
係数
③

りF出 量
本1

(t)

⑩=③ X③ X44/12

都市ガス □ Nm3 124,584.4 45.00 5,606.8 0,014 279.6

その他 (LPG) □ kg 0,0 50.80 0.0 0.016 0.0

その他 (灯油 ) □ L 0.0 36.70 0.0 0.019 0.0

その他 0 □ 0,0

燃
料
及
び
熱

その他 0 □ 0.0

昼間 (8時～22時 ) □ kヽVh 0.0 9.97 0.0 0.489 0.0一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気 夜聞(22時～翌日馴lf) □ kWh 0.0 9。 28 0.0 0.489 0.0

電

気

その他の買電 (秀 夜ヽ|‖不明の場合を含む。) □ kWh 510,986.0 9.76 4,987.2 0,489 249.9

規則第5条の17第3項の場合のみなし値
米Z kWh 0.0 9.76 0.0 0.489 0.0

10,593.5合 計 イ 529.4

/水道及び工業用水道 □ m3 5,646.0 0.251 1.4
そ

の

仙 公共下水道 □ m3 6,710.0 / イ 0.439 2.9

イ / イ イ合 計 4.4

(日 本工業規格A万14番 )



(裏 )

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の整備

A404 テナントヘの温暖化対策協力依頼 A401 テナントにエネルギー使用量提供

A402 使用量の推計に必要な情報の提供

A405 ビル全体の推進体制の整備

エネル ギ・ 等 の

使 用 状 況 の把握

B103 時間的に詳細に把握 B101 自ら入手可能な情報に基づく把握

B106 過去のデータによる傾向の把握 B102 関連他者からの情報を力日えて把握

B107 主要設備の使用状況の把握 B104 設備ごと|こ詳細に把握

省

エ
ネ

ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C105 昼休み時の消灯の実施 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

Cl13 中間期における外気冷房の実施 C102 照明スイッチに点灯範囲を表示

C123 温湿度の適正管理 C103 日本工業規格に準じた照度の設定

Cl15 事務用機器を業務終了時に停止 C109 空室・不在時等の空調停止

C811 自動販売機の休日・夜間照明停止 C124 冷凍機等の出入口温度把握と調整

C813 外灯等の点灯時間の季節別管理 Cl17 便座ヒーター等温度の季節別設定

C801 共用部照明のフロアごとの管理

C802 階段照明の管理手法の検討・実施

C806 その他設備の不使用時の停止

設備保守対策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D104 空調フィルターの清掃。点検

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施 D108 その他設備の定期的な保守。点検

D105 換気フィルターの清掃。点検

設備導入対策

E103 高効率照明器具の採用 (屋内) E102 蛍光灯へ電子安定器採用 (屋内)

E109 空調の冷温水配管の保温の実施 E125 高輝度誘導灯の導入

E l14 高効率パッケージの採用 E104 照明点灯範囲の細分化

E105 照明用人感センサの採用

4 地球温暖化対策の実施状況

5 提出年度の地球温暖化対策の目標

6 特記事項
■エネルギー等の便ナ樹状況のイ巴握についての実施狽日(セルに記入しされなかつた対束,
B108エネルギー等情報の対策への活用
■運用対策についての実施項目(セルに記入しきれなかった対策)
C104採光を利用した消灯の実施
Clll予熱・予冷時の外気導入の停止
C816ポンプ・ファンの流量、圧力調整
C812自 動販売機の不要時の停止
日設備保守対策についての実施項目(セルに記入しきれなかった紺策)
D102セントラル空調のフィルター清掃
■設備導入対策について実施項目(セルに記入しきれなかった対策)
E101高効率照明ランプの採用(屋内)
E106高効率照明ランプの採用 (屋外)
E107蛍光灯へ電子安定器採用(屋外)
E108高効率照明器具の採用 (屋外)
El10高効率モータの導入 (空調用)
Elllポンプ・ファンのインバータ制御
El19潜熱回収型ガス給湯器等の採用
E122給湯の温水配管の保温の実施
E126窓際照明の連続調光制御
E129全熱交換機の導入 (中央)

□ 目標達成した。実績年度の目標達成の状況

目 標 の 有 無 □ 有  ■ 無

目標値等 (選択)

ベンチマーク区分 ‖ランク C02肖1減率 (前年度比 '/O

C02り

'出

量 (延床面積当たり, Jll(g COノ m2 C02排出量 (総動 し

その他 特記事項に内容を記載

(日本工業規格A列4番 )



その 2 (表 )

地球温暖化対策報告書 (その 2)

1 事業所等の概要

2 原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量 (2018年度の状況)

3 二酸化炭素排出量等の内訳

※ 1 出

⑩=(⑥/1,000)×③とする。
※2①=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
⑫=(①/電気のその他の買電 (昼夜間不明の場合を含む。)の係数)× 1,000⑬ =(⑫/1,000)×⑨とする。

工 の 下 へ の に ヒ

事 業 所 等 の 名 称 桜ヶ丘四丁 目

事 業 所 番 号 A 0 6 4 5 0 0 3 2

事 業 所 等 の 所 在 地

一Ｔ 2 0 6 0 0 1 3 区 市 町 村 名 多摩市

町 名 番 十七
以    下 桜ケ丘4-33

事業所等の延床面積 112.49 m
2 争 莱 Fナ「 等 の 笑 績 年 度 の

エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間
■ 1年度分  □ 1年未満

所 有 形 態 ■ 自己所有  □ 他者所有
報 告 範 囲 ■ 建物の全部  □ 建物の一部 (テすント)  □ 建物の一部 (その他)

報告範囲の主たる用途
■ 事務所

□ 工場

□ 商業施設 (物販 )

□ 複合施設

□ 商業施設 (飲食)

□ その他

日 本 標 準 産 業 分 類
にお ける細分類番 号

6 9 1 1 連鎖化事業区分 □ 直営店  □ 力日盟店  ■ 非該当

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量 (①三⑭×00250
、1,

1 kl

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量 (②=⑮ )
、2υ

3 t

水道及び工業用水道の使用並 下水道への排水に

伴って排出される二酸化炭素の量 (③=⑩ )

∪

0 t

総 計 (④=②+③ )
、イl,

3 t

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量 (⑤=②×1000/事業所等の延床面積)

t,'

26.6 kg‐ C02/m2

二酸化炭素排出量

燃料等の種別 冊
の
脚
単位
使用量

③

係数

⑦ ③=(⑤/1000)X⑦

熱量

(GJ) り,出
係数
③

排 出量
本1

(t)

①=③×③X44/12

都市ガス □ Nm3 225.2 45.00 10.1 0.014 0.5

その他 (LPG) □ kg 110。9 50.80 5.6 0.016 0,3

その他 (灯油 ) □ L 0.0 86.70 0.0 0.019 0.0

その他0 □ 0.0

燃
料
及
び
熱
その他0 □ 0.0

昼間(8時～22時 ) □ kWh 0.0 9。 97 0.0 0.489 0.0一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気 夜‖,(22時 ～翌 ‖8‖子) □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.489 0.0

電

気

その他の買電 (4卜夜‖〕不明の場合を含む。) □ kWh 5,200.0 9.76 50.8 0.489 2.5

規則第5条の17第3項の場合のみなし値
※2 kWh 0.0 9.76 0.0 0.489 0.0

イ合 計 / 攣   66.5 イ 3.4
∪

水道及び工業用水道 □ /m3 111.0 0.251 0.0

/

そ

の

仙 公共下水道 □ m3 111.0 0.439 0.0

合 計 イ / イ イ 0.1

(日 本工業規格A列 4番



(裏 )

4 地球温暖化対策の実施状況

5 提出年度の地球温暖化対策の目標

6 特記事項

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の整備

エネル ギー等 の
使用状況の把握

B106 過去のデータによる傾向の把握 B102 関連他者からの情報をカロえて把握

省

エ
ネ

ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

設備保守対策

設備導入対策

□ 目標達成した。実績年度の目標達成の状況

目 標 の 有 無 □ 有  ■ 無

目標値等 (選択 )

ベンチマーク区分 ‖ランク C02削減率的年度ケヒ D/。

C02つ信出量(延床面積当たり ‖kg‐ C02/m2 C02排出量 (総量) t

その他 特記事項に内容を記載

(日 本工業規格A列 4番 )



事 業 所 等 の 名 称 五反田ビル

事 業 所 番 号 A 0 6 4 5 0 0 3 3

事 業 所 等 の 所 在 地

一Ｔ 1 4 1 0 0 2 2 区 市 町 村 名 品川区

町 名 番 地

以    下 東五反田52227

事業所等の延床面棲 7,772.23 2
m
事 業 務 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□ 1年度分  ■ 1年未満

所 有 形 態 ■ 自己所有   □ 他者所有
報 告 範 囲 ■ 建物の全部  □ 建物の一部 (テナント)  □ 建物の一部 (その他)

報告範囲の主たる用途
■

□

事務所

工場

□ 商業施設 (物販)

□ 複合施設

□ 商業施設 (飲食 )

□ その他
日本 標 準 産 業 分 塀
にお ける細 分 類 番 号

6 9 1 1 連鎖化事業区分 □ 直営店  □ 力日盟店  ■ 非該当

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

その 2 (表 )

地球温暖化対策報告書 (その 2)

1 事業所等の概要

2 原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量 (2018年度の状況)

3 二酸化炭素排出量等の内訳

※ 1 用、水 及び工業用水 の水の イこ 出

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※2①=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
⑫=(①/電気のその他の買電(昼夜間不明の場合を含む。)の係数)× 1,000⑬ =(⑫/1,000)× ③とする。

原油換算エネルギー使用量 (①=⑭×00258)
lヽ′

123 kl

二酸化炭素
りF 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量 (②=⑮ )
②

239 t

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量 (⑥=④ )

0

2 t

総 計 (④=②+③ )
υ

241 t

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量 (⑤=②×1000/事業所等の延床面積)

9

30.7 kg‐ C02/m2

二酸化炭素排出量

燃料等の種別 締
の脚
単位

⑥

使用量

⑦

係数
熱量

(G」 )

①=(⑥/1000)× ⑦

りF出
係数
◎

排 出量
入1

(t)

⑩=①×③ X44/12

都市ガス □ Nm3 28,171.8 45.00 1,267.7 0.014 63.2

その他 (LPG) □ kg 0.0 50.80 0,0 0.016 0.0

その他 (灯油) □ L 0.0 36.70 0.0 0.019 0.0

その他0 □ 0,0

燃
料
及
び
熱

その他 0 □ 0.0

昼間 (8Π寺～22H寺 ) □ kヽVh 0,0 9.97 0.0 0.489 0.0一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気 夜‖〕(22H子 ～翌「18時 ) □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.489 0.0

電

気

その他の買電 (上 夜ヽ‖〕不明の場合を含む。) □ kWh 359,700.0 9,76 3,510。 7 0.489 175.9

規則第5条の17第3項の場合のみなし値
※2 kWh 0.0 9。 76 0.0 0.489 0.0

/ イ合 計 イ 4,778.4 ∪   239.1

水道及び工業用水道 □
3
m 4,074.0 / 0.251 ■0そ

の

仙 /公共下水道 □
3
m 4,074.0 0.439 ■8

合 計 / イ イ 2.8

(日 本工業規格A列4番



(裏 )

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

エネル ギー等 の
使用状況の把握

B102 関連他者からの情報を加えて把握

省

エ
ネ

ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

Cl15 事務用機器を業務終了時に停止 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C107 空調機スイッチに空調範囲を表示

C109 空室・不在時等の空調停止

設備保守対策

D105 換気フィルターの清掃。点検 D108 その他設備の定期的な保守・点検

設備導入対策

El14 高効率パッケージの採用

4 地球温暖化対策の実施状況

5 提出年度の地球温暖化対策の目標

6 特記事項

2018年 10月 1日 に資産譲渡に伴い報告対象

□ 目標達成した。実績年度の目標達成の状況

目 標 の 有 無 □ 有  ■ 無

目標値等 (選択)

ベンチマーク区分 ‖ランク C02削減率 (前年度,ビ 牌
C02t'F出量 (延床面積当たり ‖kg‐ C02/m2 C02排出量 (総量)
その他 特記事項に内容を記載

(日 本工業規格A列4番 )



その 2 (表 )

地球温暖化対策報告書 (そ の 2)

1 事業所等の概要

2 原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量 (2018年度の状況)

3 二酸化炭素排出量等の内訳

事 業 所 等 の 名 称 三軒茶屋ビル

事 業 所 番 号 A 0 6 4 5 0 0 3 4

事 業 所 等 の 所 在 地

一Ｔ 1 5 4 0 0 2 4 区 市 町 村 名 世田谷区

町 名 番 地

以    下 三軒茶屋12211

事業所等の延床 面積 993.22 m
2 事 業 Fゲl等 の 冥 績 午 反 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□ 1年度分  ■ 1年未満

所 有 形 態 ■ 自己所有   □ 他者所有
報 告 範 囲 ■ 建物の全部  □ 建物の一部 (テナント)  □ 建物の一部 (その他)

報告範囲の主たる用途
■ 事務所

□ 工場

□ 商業施設 (物販 )

□ 複合施設

□ 商業施設 (飲食 )

□ その他

日 本 袢 準 産 業 分 類
に お ける細 分 類 番 号

6 9 1 1 連鎖化事業区分 □ 直営店  □ 力日盟店  ■ 非該当

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量 (①=⑭×00250 12 kl

二酸化炭素
拶F 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量 (②=⑮ )
9

24 t

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への俳水に

伴って排出される二酸化炭素の量 (③=⑩ )

⑨

0 t

総 計 (④=②十③)
①

24 t

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た

りの量 (⑤=②×1000/事業所等の延床面積)

_Dl

24.1 kg~C02/m2

二酸化炭素排出量

燃料等の種別 締の脚
単位

⑥

使用量 係数

②

熱量

(GJ)

①=(⑥/1000)× ⑦

リト出
係数
◎

排 出量
本!

(t)

⑩=③×⑨×44/12

都市ガス □ Nm3 1,399.7 45.00 63.0 0,014 3。 1

その他 (LPG) □ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

その他 (灯油 ) □ L 0.0 36.70 0.0 0.019 0.0

その他0 □ 0.0

燃
料
及
び
熱

その他 0 □ 0.0

昼間(8時～22時 ) □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489 0.0一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気 夜問 (221子～翌 1181手 ) □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.489 0.0

電

気

その他の買電 (をと夜岡不り]の場合を含む。) □ kWh 42,738.0 9.76 417.1 0.489 20.9

第5条の17第3項の場合のみな kWh 0.0 9.76 0,0 0.489 0.0

イ /合 計 480.1 イ 24.0

水道及び工業用水道 □ m3 943,0 / 才 0.251 0.2

/

そ

の

仙 公共下水道 □ m3 943.0 0439 0.4

合 計 イ / イ イ 0.7

※ 1 の に に 9 よ、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※2①こ(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
⑫=(①/電気のその他の買電(昼夜間不明の場合を含む。)の係数)× 1,000⑬ =(⑫/1,000)× ③とする。

(日 本工業規格A列4番 )



(裏 )

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の整備

エネル ギー等 の
使用状況の把握

B102 関連他者からの情報を加えて把握

省

エ
ネ

ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

Cl15 事務用機器を業務終了時に停止 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C109 空室・不在時等の空調停止

設備保守紺策

D108 その他設備の定期的な保守・点検

設備導入対策

E l14 高効率パッケージの採用

4 地球温暖化対策の実施状況

5 提出年度の地球温暖化対策の目標

6 特記事項

2018年 10月 1日 に資産譲渡に伴い報告紺象

回 目標達成した。実績年度の目標達成の状況

目 標 の 有 無 □ 有  ■ 無

目標値等 (選択)

ベンチマーク区分 ンク C02削減率 (前年度比 D/。

C02排出量 (延床面積当たケ C02排出量 (総量) し

その他 特記事項に内容を記載

(日 本工業規格A列4番 )



事 業 所 等 の 名 称 橋場ビル

事 業 所 番 号 A 0 6 4 5 0 0 3 5

事 業 所 等 の 所 在 地

一Ｔ 1 1 1 0 0 2 3 区 市 町 村 名 台東区

町 名 番 地

以    下 橋場213

事業所等の延床面積 1,374.87 m
2 争 莱 F)T等 の 笑 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□ 1年度分  ■ 1年未満

所 有 形 態 ■ 自己所有   □ 他者所有
報 告 範 囲 ■ 建物の全部  □ 建物の一部 (テナント)  □ 建物の一部 (その他)

報告範囲の主たる用途
■ 事務所

□ 工場

□ 商業施設 (物販)

□ 複合施設

□ 商業施設 (飲食)

□ その他

日本 標 準 産 業 分 類
にお ける細 分 類 番 号

6 9 1 1 連鎖化事業区分 □ 直営店  □ 力日盟店  ■ 非該当

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

その 2 (表 )

地球温暖化対策報告書 (その 2)

1 事業所等の概要

2 原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量 (2018年度の状況)

3 二酸化炭素排出量等の内訳

※ 1 の の び に 9下 出量は

廻)二 (D/1,000)X⑨ とする。
※2①=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
⑫=(① /電気のその他の買電 (昼夜間不明の場合を含む。)の係数)× 1,000⑬三(⑫/1,000)×⑨とする。

原油換算エネルギー使用量 (①=⑭×00258)
υ

13 kl

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量 (②=⑮ )
9

25 t

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量 (③=④ )

9

0 t

総 計 (④三②+③ )
υ

25 t

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量 (⑤=②×1000/事業所等の延床面積)

9

18.1 kg‐ C02/m2

二酸化炭素排出量

燃料等の種別
推計
の

使用
単位
使用量

⑥

係数

⑦

熱量

(GJ)

③=(⑥/1000)× ⑦

り倖出
係数
③

排 出量
本1

(t)

⑩・⑥X③×44/12

都市ガス □ Nm3 3,799.9 45.00 171.0 0.014 8.5

その他 (Lッ PG) □ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

その他 (灯油) □ L 0.0 36.70 0.0 0.019 0.0

その他 0 □ 0.0

燃
料
及
び
熱

その他0 □ 0.0

昼間 (8時～22時 ) □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489 0.0一般送配電事業者
の電線路を介して

供給された電気 夜‖I(22‖キ～翌四8時 ) □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.489 0.0
電

気

その他の買電 (I卜夜‖l不明の場合を含む。) □ kWh 34,845.0 9.76 340,1 0.489 17.0

第5条の17第3項の場合のみな kWh 0.0 9.76 0.0 0.489 0.0

511.1合 計 イ 25.6

/ 才水道及び工業用水道 □
3
m 390.0 0.251 0.1

そ

の

仙 公共下水道 □
3
m 390.0 / イ 0.439 0.2

イ / イ イ合 計 0.3

FJ

(日 本工業規格A列 4番 )



(裏 )

重点対策 その他対策

紺策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の整備

エネル ギー 等 の
使用状況の把握

B102 関連他者からの情報を加えて把握

省

エ
ネ

ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

Cl15 事務用機器を業務終了時に停止 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C109 空室・不在時等の空調停止

設備保守対策

D108 その他設備の定期的な保守・点検

設備導入対策

El14 高効率パッケージの採用

4 地球温暖化対策の実施状況

5 提出年度の地球温暖化対策の目標

6 特記事項

018年 10月 1日 に資産譲渡に伴い報告対象

□ 目標達成した。実績年度の目標達成の状況

目 標 の 有 無 □ 有  ■ 無

目標値等 (選択)

ベンチマーク区分 ‖ランク C02削減率 (前年度ケヒ:

C02つ檸出量(延床面積当たり; ‖kg‐ C02/m2 C02排出量 (総量)
その他 特記事項に内容を記載

(日 本工業規格A夢14番 )



事 業 所 等 の 名 称 】ヒ品川ビル

事 業 所 番 号 A 0 6 4 5 0 0 3 6

事 業 所 等 の 所 在 地

一Ｔ 1 4 0 0 0 0 1 区 市 町 村 名 品川区

町 名 番 地

以    下 】ヒ品)|13-7-29

事業所等の延床面積 1,362.05 m
2 事 業 所 等 の

~夫
煩 年 度 の

エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間
□ 1年度分  ■ 1年未満

所 有 形 態 ■ 自己所有   □ 他者所有
報 告 範 囲 ■ 建物の全部  □ 建物の一部 (テナント)  □ 建物の一部 (その他)

報告範囲の主たる用途
■ 事務所

□ 工場

□ 商業施設 (物販 )

□ 複合施設

□ 商業施設 (飲食 )

□ その他

日本 標 準 産 業 分 類
にお ける細 分 類 番 号

6 9 1 1 連鎖化事業区分 □ 直営店  □ 力日盟店  ■ 非該当

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

その 2 (表 )

地球温暖化対策報告書 (その 2)

1 事業所等の概要

2 原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量 (2018年度の状況)

3 二酸化炭素排出量等の内訳

※ 1 の に

⑩=(⑥/1,000)×③とする。
※2①=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
⑫=(①/電気のその他の買電(昼夜間不明の場合を含む。)の係数)× 1,000⑬ =(⑫/1,000)×③とする。

工 に

原油換算エネルギー使用量 (①=⑭×00250 35 kl

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量 (②三⑮)
②

69 t

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量 (③=⑬ )

υ

0 t

総 計 (④=②十③)
υ

69 t

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出さ 素の延床面積当た

りの量 (⑤=②×1000/事業所等の延床面積)

D

50.6 2kg~C02/m

二酸化炭素排出量

燃料等の種別 締
の鰯
単位
使用量

⑥

係数

⑦ ①=(⑥/1000)X⑦

熱量

(G」 )
つい出
係数
⑨

排 出量
入1

(t)

⑩=③×③ X44′ 12

都市ガス □ Nm3 13,408.5 45.00 603.4 0.014 30,1

その他 (LPG) □ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

その他 (灯油 ) □ L 0.0 36.70 0.0 0.019 0,0

その他0 □ 0.0

燃
料
及
び
熱

その他 () □ 0.0

昼間 (8時～22H寺 ) □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489 0.0一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気 夜問 (22Π子～翌「18Π f) □ kヽVh 0.0 9.28 0.0 0.489 0.0

電

気

その他の買電 (たと夜‖I不り〕のナシ′′合を合む。) □ kWh 81,074.0 9,76 791.3 0.489 39,6

規則第5条の17第3項の場合のみなし値 kWh 0.0
llどフ

9.76 0,0 0.489 0.0

イ / イ合 計 1,394.7 69.7

水道及び工業用水道 □ m3 1,054.0 / 0.251 0.3

/ 才

そ

の

仙 公共下水道 □ m3 1,054.0 0.439 0.5

合 計 イ / イ イ 0.7

(日 本工業規格A列4番 )



(裏 )

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の整備

エネル ギー等 の
使用状況の把握

B102 関連他者からの情報を力口えて把握

省

エ
ネ

ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

Cl15 事務用機器を業務終了時に停止 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C109 空室・不在時等の空調停止

設備保守対策

D108 その他設備の定期的な保守・点検

設備導入対策

El14 高効率パッケージの採用

4 地球温暖化対策の実施状況

5 提出年度の地球温暖化対策の目標

6 特記事項

2018年 10月 1日 に資産譲渡に伴い報告対象

□ 目標達成した。実績年度の目標達成の状況

■ 無□目 標 の 有

ベンチマーク区分 ンク C02削減率 (前年度

C02排出量 (総量)C02排出量 (延床面積当たり

その他 特記事項に内容を記載

目標値等 (選択 )

(日 本工業規格A列4番 )



事 業 所 等 の 名 称 中野ビル

事 業 所 番 号 A 0 6 4 5 0 0 3 7

事 業 所 等 の 所 在 地

一Ｔ 1 6 4 0 0 1 4 区 市 町 村 名 中野区

町 名 番 地

以    下 南モ,3-98-2

事業所等の延床 面積 1,518.87 2
m
事 業 所 等 の

~夫
績 年 度 の

エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間
□ 1年度分  ■ 1年未満

所 有 形 態 ■ 自己所有   □ 他者所有
報 告 範 囲 ■ 建物の全部  □ 建物の一部 (テナント)  □ 建物の一部 (その他)

報告範囲の主たる用途
■

□

事務所

工場

□ 商業施設 (物販 )

□ 複合施設

□ 商業施設 (飲食)

□ その他

日本 標 準 産 業 分 類
における細分類番 号

6 9 1 1 連鎖化事業区分 □ 直営店  □ 力日盟店  ■ 非該当

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

その 2 (表 )

地球温暖化対策報告書 (その 2)

1 事業所等の概要

2 原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量 (2018年度の状況)

3 二酸化炭素排出量等の内訳

※1電気の使用、 の イこ イこ

⑩=(⑥/1,000)X③ とする。
※2①=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
⑫=(①/電気のその他の貿電 (昼夜問不明の場合を含む。)の係数)× 1,000⑬ =(②/1,000)× ③とする。

原油換算エネルギー使用量 (①=⑭×00258)
叩

55 kl

二酸化炭素
りF 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量 (②=⑮ )
②

107 t

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量 (③=⑩ )

③

2 t

総 計 (④=②十③)
く′l′

109 t

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量 (⑤=②×1000/事業所等の延床面積)

(0ノ

70.4 kg‐ C02/m2

二酸化炭素排出量

燃料等の種別 締
の脚
単位

⑥

使用量 係数

⑦ ③=(⑥/1000)X⑦

熱量

(G」 )
りF出
係数
③

俳 出量
本!

(t)

⑩=③ X◎×44′ 12

都市ガス □ Nm3 22,699,0 45.00 1,021.5 0.014 50,9

その他 (LPG) □ kg 0.0 50.80 0.0 0016 0.0

その他 (灯油 ) □ L 0.0 86.70 0.0 0.019 0.0

その他0 □ 0.0

燃
料
及
び
熟

その他0 □ 0.0

昼間 (8時～22時 ) □ kWh 0.0 9。 97 0.0 0.489 0.0一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気 夜‖I(22時 ～翌 日8時 ) □ kWh 0.0 9.28 0,0 0,489 0.0

電

気

その他の買電 (九卜夜‖I不明の場合を含む。) □ kWh 116,174.0 9.76 1,133.9 0.489 56.8

規則第5条の17第 3項の場合のみな kWh 0.0 9.76 0.0
(ll,

0.489 0.0

イ / イ合 計 2,155,3 107.7

水道及び工業用水道 □ m3 3,888.0 / 0.251 1.0

/ 才

そ
の
仙 公共下水道 □ m3 3,888,0 0.439 1.7

合 計 イ / イ イ 2.7

(日 本工業規格A列4番 )



(裏 )

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の整備

エ ネル ギー 等 の

使 用 状 況 の把 握

B102 関連他者からの情報を加えて把握

省

エ
ネ

ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

Cl15 事務用機器を業務終了時に停止 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C109 空室・不在時等の空調停止

設備保守対策

D108 その他設備の定期的な保守・点検

設備導入対策

E l14 高効率パッケージの採用

4 地球温暖化対策の実施状況

5 提出年度の地球温暖化対策の目標

6 特記事項

2018年 10月 1日 に資産譲渡に伴い報告姑象

□ 目標達成した。実績年度の目標達成の状況

目 標 の 有 無 □ 有  ■ 無

目標値等 (選択)

ベンチマーク区分 ‖ランク C02削減率 (前年度,ヒ 牌
C02排出量 (延床面積当たり: ‖kg‐C02/m2 C02排出量鯰量)
その他 特記事項に内容を記載

(日 本 ↓4番



その 2 (表 )

地球温暖化対策報告書 (その 2)

1 事業所等の概要

2 原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量 (2018年度の状況)

3 二酸化炭素排出量等の内訳

※ 1 の 下 出

⑩=(⑥/1,000)× ⑨とする。
※2①=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
⑫=(①/電気のその他の買電(昼夜間不明の場合を含む。)の係数)× 1,000⑬ =(⑫/1,000)×⑨とする。

事 業 所 等 の 名 称 北町ビル

事 業 所 番 号 A 0 6 4 5 0 0 3 8

事 業 所 等 の 所 在 地

一Ｔ 1 7 9 0 0 8 2 区 市 町 村 名 練馬区

町 名 番 地

以    下 字やュ2-16-7

事業所等の延床 面穣 1,029.42 m
2 事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□ 1年度分  ■ 1年未満

所 有 形 態 ■ 自己所有   □ 他者所有
報 告 範 囲 ■ 建物の全部  □ 建物の一部 (テナント)  □ 建物の一部 (その他 )

報告範囲の主たる用途
■ 事務所

□ 工場

□ 商業施設 (物販 )

回 複合施設

□ 商業施設 (飲食 )

□ その他

日本 標 準 産 業 分 類
にお ける細 分 類 番 号

6 9 1 1 連鎖化事業区分 □ 直営店  □ 力日盟店  ■ 非該当

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量 (①=⑭×o o258)
(ll

38 kl

二酸化炭素
拶F 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量 (②三⑮)
②

65 t

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への俳水に
伴って排出される二酸化炭素の量 (③=⑮ )

(、 ll

0 t

総 計 (④=②+③ )
′l,

65 t

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量 (⑤=②×1000/事業所等の延床面積)

うl

63.1 kg‐ C02/m2

二酸化炭素排出量

燃料等の種別
推計
の

使用

単位
使用量

⑥

係数

⑦ ①=(⑥/1000)X⑦

熱量

(G」 )
りF出
係数
◎

排 出量
本1

(t)

⑩=③×③ X44/12

都市ガス □ Nm3 11,037.3 45.00 496.7 0.014 24.8

その他 (LPG) □ kg 0,0 50.80 0,0 0.016 0.0

その他 (灯油) □ L 0.0 36.70 0.0 0.019 0.0

その他0 □ 0,0

燃
料
及
び
熱

その他 0 □ 0.0

昼間(8時～22時 ) □ kWh 0.0 9.97 0.0 0.489 0.0一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気 夜問(22時 ～翌 日8‖子) □ kWh 0.0 9。 28 0.0 0.489 0.0

電

気

その他の買電 (オ 夜ゝ l14く明のナ́ノ′合を含む。) □ kWh 83,481.0 9.76 814.8 0.489 40.8

規則第5条の17第3項の場合のみなし値
※2 kWh 0,0 9,76 0.0 0.489 0.0

イ /合 計 1,311.5 イ 65.6鬱

水道及び工業用水道 □
3
m 842.0 / 0.251 0.2

/ 才

そ

の

仙 公共下水道 □ m3 842.0 0.439 0.4

合 計 イ / イ イ 0.6

(日 本工業規格A列 4番 )



(裏 )

重点対策 その他対策

射策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の整備

エネル ギー等 の
使用状況の把握

B102 関連他者からの情報を加えて把握

省

エ
ネ

ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

Cl15 事務用機器を業務終了時に停止 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C109 空室・不在時等の空調停止

設備保守対策

D108 その他設備の定期的な保守・点検

設備導入対策

E l14 高効率パッケージの採用

4 地球温暖化対策の実施状況

5 提出年度の地球温暖化対策の目標

6 特記事項

2018年 10月 1日 に資産譲渡に伴い報告対象

□ 目標達成した。実績年度の目標達成の状況

目 標 の 有 無 □ 有  ■ 無

目標値等 (選択)

ベンチマーク区分 レンク C02削減率 (前年度比 D/。

C02つ

'出

量 (延床面積当たり ‖kg‐C02/m 2 C02排出量 (総量) し

その他 特記事項に内容を記載

(日本工業規格A列4番 )



事 業 所 等 の 名 称 TG両国アパート

事 業 所 番 号 A 0 6 4 5 0 0 3 9

事 業 所 等 の 所 在 地

一Ｔ 1 3 0 0 0 2 1 区 市 町 村 名 墨田区

町 名 番 地
以    下 緑 2-2-4

事業所等の延床面機 1,885。 34 2
m
事 業 画 等 の

~夫
績 年 度 の

エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間
□ 1年度分  ■ 1年未満

所 有 形 態 ■ 自己所有   □ 他者所有
報 告 範 囲 □ 建物の全部  □ 建物の一部 (テナント)  ■ 建物の一部 (その他)

報告範囲の主たる用途
□ 事務所

□ 工場

□ 商業施設 (物販)

□ 複合施設

□ 商業施設 (飲食)

■ その他

日本 標 準 産 業 分 類
にお ける細分類番 号

6 9 1 1 連鎖化事業区分 □ 直営店  □ 加盟店  ■ 非該当

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

その 2 (表 )

地球温暖化対策報告書 (その2)

1 事業所等の概要

2 原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量 (2018年度の状況)

3 二酸化炭素排出量等の内訳

※ 1 の

⑩)=(⑥/1,000)×⑨とする。
※2①=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
⑫=(①/電気のその他の買電 (昼夜間不明の場合を含む。)の係数)× 1,000⑬ =(⑫/1,000)× ⑨とする。

原油換算エネルギー使用量 (①=⑭×00250 7 kl

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量 (②三⑮)
9

15 t

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道へのりF水に
伴って排出される二酸化炭素の量(③三⑮)

③

0 t

総 計 (④=②+③ )
∪

15 t

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出 素の延床面積当た
りの量 (⑤=②×1000/事業所等の延床面積)

∪

7.9
2

kg‐ C02/m

二酸化炭素排出量

燃料等の種別
推計
の

使用

単位

⑥

使用量

②

係数
熱量

(GJ)

③=(⑥/1000)X②

りい出
係数
③

才夕信出量
本1

(t)

⑪=③ X③ X44/12

都市ガス □ Nm3 5,889.8 45.00 265.0 0.014 13.2

その他 (LPG) □ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0,0

その他 (灯油) □ L 0.0 36.70 0.0 0.019 0.0

その他 0 □ 0.0

燃
料
及
び
熱

その他 () □ 0.0

昼間 (8時～22時 ) □ kWh 0.0 9,97 0.0 0.489 0.0一般送配電事業者
の電線路を介して
供給された電気 夜問 (22時 ～翌 日8時 ) □ kWh 0.0 9.28 0.0 0.489 0.0

電

気

その他の買電 (オト夜円不明の場合を含む。) □ kWh 4,460.0 9,76 43.5 0.489 2.2

第5条の17第3項の場合のみな kWh 0.0 9.76 0.0
∪ 0.489 0.0

/ イ合 計 イ 308.6 15.4

/水道及び工業用水道 □ m3 676.0 才 0.251 0.2

/ 才

そ
の
仙 公共下水道 □ m3 676.0 0.439 0.3

合 計 イ / イ イ 0.5

(日 本工業規格A列4番 )



(裏 )

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の整備

エネル ギ ー 等 の

使 用 状 況 の把 握

省

エ
ネ

ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

設備保守対策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換

設備導入対策

4 地球温暖化対策の実施状況

5 提出年度の地球温暖化対策の目標

6 特記事項

2018年 10月 1日 に資産譲渡に伴い報告紺象

□ 目標達成した。実績年度の目標達成の状況

目 標 の 有 無 □ 有  ■ 無

目標値等 (選択 )

ベンチマーク区分 ‖ランク C02削減率 (前年度,ビ

C02排出量 (延床面積当たり; ‖kg・ C02/m2 C02排出量 (総量) |

その他 特記事項に内容を記載

(日 本工業規格A夢14番


